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Ⅰ 福祉サービスの基本方針と組織 

 

Ⅰ-１ 理念・基本方針 

 

Ⅰ-１-(１) 理念、基本方針が確立・周知されている。 

 

1 Ⅰ-１-(１)-① 理念、基本方針が明文化され周知が図られている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 理念、基本方針が文書（事業計画等の法人（福祉施設・事業所）内の文書や広

報誌、パンフレット、ホームページ等）に記載されている。 

□② 理念は、法人（福祉施設・事業所）が実施する福祉サービスの内容や特性を踏

まえた法人（福祉施設・事業所）の使命や目指す方向、考え方を読み取ることが

できる。 

□③ 基本方針は、法人の理念との整合性が確保されているとともに、職員の行動規

範となるよう具体的な内容となっている。 

□④ 理念や基本方針は、会議や研修会での説明、会議での協議等をもって、職員へ

の周知が図られている。 

□⑤ 理念や基本方針は、わかりやすく説明した資料を作成するなどの工夫がなされ、

利用者や家族への周知が図られている。 

□⑥ 理念や基本方針の周知状況を確認し、継続的な取組を行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、法人（福祉施設・事業所）の使命や役割を反映した理念、これにも

とづく福祉サービス提供に関する基本方針が適切に明文化されており、職員、利用者

等への周知が十分に図られていることを評価します。 

（２）趣旨・解説 

【理念と基本方針】 

○福祉サービスの提供や経営の前提として、福祉施設・事業所（法人）の目的や存在意

義、使命や役割等を明確にした理念が必要です。特に、福祉サービスを提供する福祉

施設・事業所（法人）の理念において、利用者の人権の尊重や個人の尊厳に関わる姿

勢が明確にされていることが重要です。 

○理念は、福祉施設・事業所（法人）における事業経営や福祉サービス提供の拠り所で

あり、基本の考えとなります。また、福祉施設・事業所（法人）のめざすべき方向性
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を内外に示すものでもあります。よって、理念は、実施する福祉サービスの内容や特

性を踏まえた具体的な内容が示されていることが適当です。 

○基本方針は、理念に基づいて福祉施設・事業所の利用者に対する姿勢や地域との関わ

り方、あるいは組織が持つ機能等を具体的に示す重要なものです。また、理念を職員

等の行動基準（行動規範）としてより具体的な指針とするためは、理念にもとづく基

本方針を定めることが必要です。 

○基本方針が明確にされていることによって、職員は自らの業務に対する意識づけや利

用者への接し方、福祉サービスへの具体的な取組を合目的的に行うことができるよう

になります。また、対外的にも、実施する福祉サービスに対する基本的な考え方や姿

勢を示すものとなり、組織に対する安心感や信頼にもつながります。 

○理念や基本方針は、職員の理解はもとより、利用者や家族、さらには地域社会に対し

て示していくことを前提として、明文化されていることが求められます。 

○理念や基本方針は、中・長期計画や単年度の事業計画を策定する際の基本ともなりま

す。 

○本評価基準は、各評価基準にもとづく評価を行っていく際の基礎となるものです。各

評価基準はそれぞれの具体的な取組状況を評価するものとなっていますが、福祉施

設・事業所（法人）の理念や基本方針を達成する観点から、取組や内容等が十分であ

るかなどの視点から評価します。 

【職員の理解】 

○理念や基本方針は、組織の福祉サービスに対する考え方や姿勢を示し、職員の行動規

範となるものですから、職員には十分な周知と理解を促すことが重要となります。 

【利用者や家族等への周知】 

○理念や基本方針は、組織の福祉サービスに対する考え方や姿勢を示すものです。よっ

て、職員に限らず、利用者や家族等、さらには地域住民や関係機関にも広く周知する

ことが必要となります。また、利用者や家族等に対して理念や基本方針を周知するこ

とによって、実施する福祉サービスに対する安心感や信頼を高めることにもつながる

ため、十分な取組が求められることとなります。 

（３）評価の留意点 

○複数の施設・事業を経営する法人の場合には、法人の理念にもとづき、各福祉施設・

事業所の実情に応じて福祉施設・事業所ごとに理念を掲げていても構いません。 

○公立施設については、管理者に与えられた職掌の範囲内を考慮したうえで、本評価基

準の基本的考え方にそった具体的な取組を評価します。 

○福祉施設・事業所によっては「基本方針」を単年度の事業計画における「重点事項」

としている場合もありますが、本評価基準では、「重点事項」の前提となる、より基

本的な考え方や姿勢を明示したものとして「基本方針」を位置づけています。 

○職員への周知については、訪問調査において組織として職員への周知に向けてどのよ

うな取組を行っているかを聴取したうえで、職員への聴取・確認を行うことによって

その周知の状況をあわせて把握することになります。 



＜高齢者版（通所）＞ 

3 
 

○利用者や家族等への周知については、訪問調査において利用者や家族等への周知に向

けてどのような取組を行っているかを聴取します。また、作成された印刷物等の内容

がわかりやすいかどうか、周知の方法に配慮しているかどうかについても評価の対象

となります。職員に対する方法とは違った工夫も求められます。 

○認知機能の低下などが見られる利用者に対して、わかりやすい資料の作成、いつでも

閲覧できるようにする等の取組や個別の説明が行われているかを確認します。 

≪注≫ 

＊本評価基準における「管理者」とは、福祉施設・事業所を実質的に管理・運営する責

任者（施設長等）を指しますが、法人の経営者に対しても、同様の姿勢が求められま

す。 

＊本評価基準における「職員」とは、常勤・非常勤、あるいは職種を問わず、組織に雇

用されるすべての職員を指しています。 
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Ⅰ-２ 経営状況の把握 

 

Ⅰ-２-(１) 経営環境の変化等に適切に対応している。 

 

2 Ⅰ-２-(１)-① 事業経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・分析されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 社会福祉事業全体の動向について、具体的に把握し分析している。 

□② 地域の各種福祉計画の策定動向と内容を把握し分析している。 

□③ 利用者数・利用者像等、福祉サービスのニーズ、潜在的利用者に関するデータ

を収集するなど、法人（福祉施設・事業所）が位置する地域での特徴・変化等の

経営環境や課題を把握し分析している。 

□④ 定期的に福祉サービスのコスト分析や福祉サービス利用者の推移、利用率等の

分析を行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、事業経営の基本として、事業経営をとりまく環境と法人（福祉施設・

事業所）の経営環境が適切に把握・分析されているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉施設・事業所においては、事業の将来性や継続性を見通しながら、利用者に良質

かつ安心・安全な福祉サービスの提供に努めることが求められます。 

○社会福祉事業全体の動向、福祉施設・事業所が位置する地域での福祉に対する需要の

動向、利用者数・利用者像の変化、福祉サービスのニーズ、潜在的利用者に関するデ

ータ等は、事業経営を長期的視野に立って進めていくためには欠かすことのできない

情報となります。 

○福祉施設・事業所の経営状況について定期的に分析しておくことも、事業経営の安定

性や将来展望を描くうえでも欠かせません。実施する福祉サービスの内容や、組織体

制や設備の整備、職員体制、人材育成、財務状況等の現状分析を適切に行うことが求

められます。 

（３）評価の留意点 

○評価方法は、訪問調査において外的な動向を把握するための方策・取組と実際に把握

している状況、また福祉施設・事業所における経営状況の分析状況について、具体的

な資料等を確認します。 

○公立施設については、管理者に与えられた職掌の範囲内を考慮したうえで、本評価基
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準の基本的考え方にそった具体的な取組を評価します。 

○事業経営をとりまく環境と経営状況を把握する目的は、環境変化に適切に対応した事

業経営の維持や改善にあります。そこで、把握された情報やデータが、中・長期計画

や各年度の事業計画に反映されていることが必要です。各計画に情報やデータが反映

されなければ、その目的は達成されません。これらについては、「Ⅰ-３-(１)-① 中・

長期的なビジョンを明確にした計画が策定されている。」で評価します。 
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3 Ⅰ-２-(１)-② 経営課題を明確にし、具体的な取り組みを進めている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 経営環境や実施する福祉サービスの内容、組織体制や設備の整備、職員体制、

人材育成、財務状況等の現状分析にもとづき、具体的な課題や問題点を明らかに

している。 

□② 経営状況や改善すべき課題について、役員（理事・監事等）間での共有がなさ

れている。 

□③ 経営状況や改善すべき課題について、職員に周知している。 

□④ 経営課題の解決・改善に向けて具体的な取組が進められている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、事業経営をとりまく環境と経営状況の把握・分析にもとづき、経営

課題を明確にし、具体的な取組が行われているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○Ⅰ-２-(１)-① 事業経営をとりまく環境と経営状況の把握・分析にもとづき、経営課

題を明確にし、改善等に向けた具体的な取組が必要です。 

○経営状況の把握・分析は、組織として確立されたうえで実施される必要があります。

経営者や管理者が個人的に行っているだけでは、組織としての取組として位置づける

ことはできません。 

○経営状況や経営課題については、役員（理事・監事等）間での共有がなされているこ

とはもとより、職員に周知されていることが、経営課題の解決や改善等に向けての前

提条件となります。 

（３）評価の留意点 

○経営上の課題を解決していくためには、職員の意見を聞いたり、職員同士の検討の場

を設定したりするなど、組織的な取組が必要であるという観点で評価を行います。 

○公立施設については、管理者に与えられた職掌の範囲内を考慮したうえで、本評価基

準の基本的考え方にそった具体的な取組を評価します。 

○評価方法は、担当者や担当部署等の有無、把握・分析を実施する時期や頻度、役員間

での共有や職員への周知の方法、改善へ向けての仕組みなど、具体的な内容について

聴取を行います。 

○経営課題の解決・改善に向けた取組の計画化については、Ⅰ-３-(１)-①で評価しま

す。  
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Ⅰ-３ 事業計画の策定 

 

Ⅰ-３-(１) 中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。 

 

4 Ⅰ-３-(１)-① 中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 中・長期計画において、理念や基本方針の実現に向けた目標（ビジョン）を明

確にしている。 

□② 中・長期計画は、経営課題や問題点の解決・改善に向けた具体的な内容になっ

ている。 

□③ 中・長期計画は、数値目標や具体的な成果等を設定することなどにより、実施

状況の評価を行える内容となっている。 

□④ 中・長期計画は必要に応じて見直しを行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、理念・基本方針にもとづき、経営状況・環境の把握・分析等を踏ま

えた中・長期計画（中・長期の事業計画と中・長期の収支計画）の策定状況を評価し

ます。 

（２）趣旨・解説 

○「中・長期計画」とは「中・長期の事業計画」と「中・長期の収支計画」をいいます。

ここでの「中・長期」とは３～５年を指すものとしています。 

○中・長期計画の策定において反映する経営環境等の把握・分析は、理念や基本方針を

具体化する事業や福祉サービスを効果的に実施する観点から活用されていることが

必要です。経営環境等を理由として、理念や基本方針の具現化が図られないことがな

いようにします。 

【中・長期の事業計画】 

○「中・長期の事業計画」とは、理念や基本方針の実現に向けた具体的な取組を示すも

のです。実施する福祉サービスの更なる充実、課題の解決等のほか、地域ニーズにも

とづいた新たな福祉サービスの実施といったことも含めた目標（ビジョン）を明確に

し、その目標（ビジョン）を実現するために、組織体制や設備の整備、職員体制、人

材育成等に関する具体的な計画となっている必要があります。 

○中・長期計画については、以下を期待しています。 

ⅰ）理念や基本方針の実現に向けた目標（ビジョン）を明確にする。 
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ⅱ）明確にした目標（ビジョン）に対して、実施する福祉サービスの内容、組織体制や

設備の整備、職員体制、人材育成等の現状分析を行い、課題や問題点を明らかにする。 

ⅲ）明らかになった課題や問題点を解決し、目標（ビジョン）を達成するための具体的

な中・長期計画を策定する。 

ⅳ）計画の実行と評価・見直しを行う。 

【中・長期の収支計画】 

○中・長期の事業計画を実現するためには財務面での裏付けも不可欠といえます。その

ため、中・長期の事業計画にしたがって「中・長期の収支計画」を策定することが必

要です。 

○収支計画の策定にあたっては、利用者の増減、人件費の増減等を把握・整理するとと

もに、福祉施設・事業所の増改築、建替えなどにともなう支出について積立てるなど

の、資金使途を明確にすることも必要です。適切な財務分析及び、資金（内部留保等）

使途の明確化がなされていることも重要です。 

（３）評価の留意点 

○本評価基準で対象としている課題や問題点とは、経営環境等の把握・分析等を踏まえ

た組織として取り組むべき体制や設備といった全体的な課題です。個々の利用者に関

する課題は対象ではありません。「Ⅰ-２ 経営状況の把握」を踏まえた内容となって

いるかなどを確認します。 

○公立施設については、管理者に与えられた職掌の範囲内を考慮したうえで、本評価基

準の基本的考え方にそった具体的な取組を評価します。 
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5 Ⅰ-３-(１)-② 中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 単年度の計画には、中・長期計画の内容を反映した単年度における事業内容が

具体的に示されている。 

□② 単年度の事業計画は、実行可能な具体的な内容となっている。 

□③ 単年度の事業計画は、単なる「行事計画」になっていない。 

□④ 単年度の事業計画は、数値目標や具体的な成果等を設定することなどにより、

実施状況の評価を行える内容となっている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、①中・長期計画（中・長期の事業計画と中・長期の収支計画）の内

容が、単年度の計画（単年度の事業計画と単年度の収支計画）に反映されていること、

②単年度における事業内容が具体的に示され、さらに実行可能な計画であることを評

価します。 

（２）趣旨・解説 

○単年度の計画（単年度の事業計画と単年度の収支計画）は、当該年度における具体的

な事業、福祉サービス提供等に関わる内容が具体化されていること、中・長期計画を

反映しこの計画を着実に実現する内容であることが必要です。また、それらの内容が

実現可能であることが不可欠です。 

○単年度の事業計画は、年度の終了時に実施状況についての評価を行うため、内容につ

いては、実施状況の評価が可能であることが必要です。数値化等できる限り定量的な

分析が可能であることが求められます。 

○単年度の計画においても、中・長期計画と同様に、事業計画を実現可能とする収支計

画が適切に策定されていることが要件となります。 

（３）評価の留意点 

○評価方法は、事業計画の内容を書面で確認するとともに、取組状況について管理者か

ら聴取して確認します。 
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Ⅰ-３-(２) 事業計画が適切に策定されている。 

 

6 Ⅰ-３-(２)-① 事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが組織的に行われ、

職員が理解している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 事業計画が、職員等の参画や意見の集約・反映のもとで策定されている。 

□② 計画期間中において、事業計画の実施状況が、あらかじめ定められた時期、手

順にもとづいて把握されている。 

□③ 事業計画が、あらかじめ定められた時期、手順にもとづいて評価されている。 

□④ 評価の結果にもとづいて事業計画の見直しを行っている。 

□⑤ 事業計画が、職員に周知（会議や研修会における説明等が）されており、理解

を促すための取組を行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、事業計画（中・長期計画と単年度計画）の策定にあたり、職員等の参

画や意見の集約・反映の仕組みが組織として定められており、事業計画の評価と見直

しが組織的に行われているか、また、事業計画を職員が理解しているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○事業計画（中・長期計画と単年度計画）は、策定や評価について体制を定め、職員の

参画・理解のもとに組織的な取組を進めることが重要です。また、事業計画について

は、職員が十分に理解していることが必要です。 

○事業計画の策定については、関係職員の参画や意見の集約・反映の仕組みが組織とし

て定められており、機能している必要があります。また、内容によっては利用者等の

意見を集約して各計画に反映していくことも求められます。あわせて、各計画の実施

状況について、評価・見直しの時期、関係職員や利用者等の意見を取り込めるような

手順が組織として定められ、実施されているかという点も重要です。 

○事業計画の評価は、設定した目標や経営課題の解決・改善の状況や効果を確認すると

ともに、社会の動向、組織の状況、利用者や地域のニーズ等の変化に対応するために

実施します。単年度計画の評価は、次年度へのステップとなるだけではなく、中・長

期計画の妥当性や有効性についての見直しの根拠ともなります。 

（３）評価の留意点 

○事業計画を職員がよく理解することは、計画達成のために欠かすことができない要件

です。本評価基準では、職員に対する周知では各計画を文書にして配布することは基
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本的な取組と位置づけ、より理解を促進するためにどのような取組が行われているか

を評価します。 

○評価方法は、訪問調査において職員への周知に向けてどのような取組を行っているか

を聴取したうえで、職員への聴取・確認を行うことによってその周知の状況をあわせ

て把握することになります。 

○事業計画の策定過程の記録、計画の評価・見直しの記録等により実施状況を確認しま

す。また、事業計画の評価結果が、次年度（次期）の事業計画に反映されているかに

ついては、継続した事業計画を比較するなどの方法で確認します。 

○職員の参画については、事業計画の策定や評価において、たとえば、中・長期計画に

関しては幹部職員等が参画し、単年度の事業計画に関しては幹部職員以外に中堅職員

等が加わるなど、計画の性質や内容に応じて、参画する職員が違う場合も考えられま

す。 

○中・長期の計画を策定していない場合には、単年度の計画の策定状況を踏まえ評価し

ます。中・長期の計画と単年度の計画をいずれも策定している場合には、総合的に評

価します。 
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7 Ⅰ-３-(２)-② 事業計画は、利用者等に周知され、理解を促している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 事業計画の主な内容が、利用者や家族等に周知（配布、掲示、説明等）されて

いる。 

□② 事業計画の主な内容を利用者会や家族会等で説明している。 

□③ 事業計画の主な内容を分かりやすく説明した資料を作成するなどの方法によっ

て、利用者等がより理解しやすいような工夫を行っている。 

□④ 事業計画については、利用者等の参加を促す観点から周知、説明の工夫を行っ

ている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、事業計画が、利用者等に周知されるとともに、理解を促すための取組

を行っているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○事業計画は、利用者への福祉サービスの提供に関わる事項でもあり、事業計画の主な

内容については、利用者や家族等に周知し、理解を促すための取組を行うことが必要

です。 

○事業計画の主な内容とは、福祉サービスの提供、施設・設備を含む居住環境の整備等

の利用者の生活に密接にかかわる事項をいいます。 

○利用者や家族等への説明にあたっては、理解しやすい工夫を行うなどの配慮が必要で

す。 

○また、単年度の事業計画にもとづく行事計画等については、利用者の参加を促す観点

から周知、説明を行うことが求められます。 

（３）評価の留意点 

○評価方法は、訪問調査において利用者等への周知に向けてどのような取組を行ってい

るかを聴取したうえで、利用者や家族等に聴取・確認を行うことによってその周知の

状況をあわせて把握します。 

○利用者等への周知については、作成された印刷物等がわかりやすいかどうか、その内

容や方法への配慮についても評価の対象となります。必ずしも計画そのものを配布す

る必要はなく、事業計画の主な内容を簡潔にまとめたものでも構いません。意図が共

に理解されることが重要です。 

○高齢者や障害のある利用者、乳幼児等に対しては、利用者の家族に対して説明するこ

とも求められます。 
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Ⅰ-４ 福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組 

 

Ⅰ-４-(１) 質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。 

 

8 Ⅰ-４-(１)-① 福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行われ、機能してい

る。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 組織的にＰＤＣＡサイクルにもとづく福祉サービスの質の向上に関する取組を

実施している。 

□② 福祉サービスの内容について組織的に評価（C：Check）を行う体制が整備さ

れている。 

□③ 定められた評価基準にもとづいて、年に１回以上自己評価を行うとともに、第

三者評価等を定期的に受審している。 

□④ 評価結果を分析・検討する場が、組織として位置づけられ実行されている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉サービスの質の向上に向けた体制整備がなされ、機能しているか

を評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉サービスの質の向上は、日々の取組とともに、自己評価の実施や第三者評価の受

審、苦情相談内容にもとづく改善活動等が総合的、継続的に実施される必要がありま

す。そのため、福祉施設・事業所が自ら質の向上に努める組織づくりをすすめている

ことが重要です。 

○福祉サービスの質の向上は、Ｐ（Plan・計画策定）→Ｄ（Do・実行）→Ｃ（Check・

評価）→Ａ（Act・見直し）のサイクルを継続して実施することによって、恒常的な

取組として機能していきます。これを具体的に示すと、福祉サービスの質の向上に関

する計画策定→計画実施→実施状況の評価→計画の見直し→必要があれば計画の変

更、となります。 

○福祉施設・事業所においては、計画策定（Ｐ）→実行（Ｄ）にとどまり、評価（Ｃ）

が十分になされていないことが課題とされています。福祉サービスの質の向上に関す

る組織的な評価の方法の一つとして第三者評価や第三者評価基準にもとづく自己評

価を活用することが考えられます。 

○自己評価、第三者評価などの計画的な実施、評価を行った後の結果分析、分析内容に
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ついての検討までの仕組みが、組織として定められ、組織的にＰＤＣＡサイクルにも

とづく福祉サービスの質の向上に関する取組が実施される体制を整備することが求

められます。 

○福祉サービスの内容について評価し、質の向上を進めるうえでは、担当者や複数職員

による担当制等を定め、組織としての体制を整備する必要があります。また、その実

施プロセスにおいてはより多くの職員の理解と参画を得ることが、取組の効果を高め

るために必要です。 

○福祉サービスの質の向上において、自己評価と第三者評価は一つの方法であり、この

後の各評価基準で示した事項が総合的、継続的に実施されることを通じて実現される

ものです。 

○本評価基準は、自己評価や第三者評価の受審やそのプロセス、また、結果をもとにし

て組織的・継続的に福祉サービスの質の向上に取組むことの基礎となる体制を評価し

ます。自己評価等を通じた日常的な質の向上のための取組や各評価基準において明ら

かになる必要とされる取組等を具体的に進める前提となるものです。 

（３）評価の留意点 

○日常的な福祉サービスの質の向上に向けた具体的な取組の有無とともに、自己評価、

第三者評価の計画的な実施、結果の分析、分析内容についての検討までの仕組みが、

組織として定められおり、組織的にＰＤＣＡサイクルにもとづく福祉サービスの質の

向上に関する取組が実施されているか総合的に評価します。 

○例えば、自己評価や第三者評価等、また、日常的な福祉サービスの質の向上に向けた

取組が一部の役職員のみで実施されているような場合には、組織的な取組とはいえま

せん。 
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9 Ⅰ-４-(１)-② 評価結果にもとづき組織として取組むべき課題を明確にし、計画的な

改善策を実施している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 評価結果を分析した結果やそれにもとづく課題が文書化されている。 

□② 職員間で課題の共有化が図られている。 

□③ 評価結果から明確になった課題について、職員の参画のもとで改善策や改善計

画を策定する仕組みがある。 

□④ 評価結果にもとづく改善の取組を計画的に行っている。 

□⑤ 改善策や改善の実施状況の評価を実施するとともに、必要に応じて改善計画の

見直しを行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、実施した自己評価、第三者評価等の結果を組織がどのように活用して

いるかを、改善の課題の明確化という観点から評価するとともに、評価結果から明確

になった課題に対して、改善策や改善実施計画を検討し定めているか、また、定めた

改善策・改善実施計画を実行しているかどうかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○自己評価、第三者評価等の結果については、改善の課題を明確にし、この解決・改善

に計画的に取組むことが必要です。そのため、評価結果を分析した結果やそれにもと

づく課題が文書化され、職員間で課題の共有化が図られることが求められます。 

○改善課題については、職員の参画のもとで改善策や改善計画を策定し、改善のための

取組を計画的に行うことが必要です。また、計画については、実施状況の評価を実施

するとともに、必要に応じて改善計画の見直しを行うことが求められます。 

○課題の中には、設備の改善や人員配置、予算的な課題等、単年度では解決できないも

のも想定されます。これらについては、必要に応じて目標や中・長期計画の中で、段

階的に解決へ向かって取組んでいくことが求められます。 

（３）評価の留意点 

○改善の課題の明確化については、訪問調査時に、評価結果の分析結果やそれにもとづ

く課題等を、検討過程の記録等も含めて確認します。 

○課題の改善策や計画については、訪問調査において、改善の課題についての評価結果

にもとづいた改善策、改善実施計画等の書面確認及び実施された改善策について聴取

して確認します。 

○中・長期的な検討・取組が必要な改善課題については、中・長期計画に反映されてい
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るか確認します。  
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Ⅱ 組織の運営管理 

 

Ⅱ-１ 管理者の責任とリーダーシップ 

 

Ⅱ-１-(１) 管理者の責任が明確にされている。 

 

10 Ⅱ-１-(１)-① 管理者は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理解を図ってい

る。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 管理者は、自らの福祉施設・事業所の経営・管理に関する方針と取組を明確に

している。 

□② 管理者は、自らの役割と責任について、組織内の広報誌等に掲載し表明してい

る。 

□③ 管理者は、自らの役割と責任を含む職務分掌等について、文書化するとともに、

会議や研修において表明し周知が図られている。 

□④ 平常時のみならず、有事（災害、事故等）における管理者の役割と責任につい

て、不在時の権限委任等を含め明確化されている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、管理者が福祉施設・事業所の経営・管理をリードする立場として、職

員に対して自らの役割と責任を明らかにしているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○管理者は、福祉施設・事業所の経営・管理において、理念や基本方針等を踏まえた取

組を具体化し、質の高い福祉サービスの実現に役割と責任を果たすことが求められま

す。 

○管理者が、福祉施設・事業所をリードする立場として、職員に対して自らの役割と責

任を明らかにすることは、職員の信頼関係を築くために欠かすことができないことで

す。質の高い福祉サービスの実施や、効果的な経営管理は、管理者だけの力で実現で

きるものではなく、組織内での信頼関係のもとにリーダーシップを発揮することが必

要であり、管理者の要件といえます。 

○福祉施設・事業所の事業経営における責任者として、自らの役割と責任を含む職務分

掌等について、文書化するとともに、会議や研修において表明し職員に周知が図られ

ていることが必要です。その際、平常時のみならず、有事（災害、事故等）における
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管理者の役割と責任について、不在時の権限委任等を含め明確化していることも重要

です。 

○「管理者」とは、福祉施設・事業所を実質的に管理・運営する責任者（施設長等）を

指しますが、法人の経営者に対しても、同様の姿勢が求められます。 

（３）評価の留意点 

○管理者の具体的な取組については、文書化されていること、また、会議や研修におい

て表明するなど、組織内に十分に伝え、理解を得ることができる方法で行われている

かを評価します。 
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11 Ⅱ-１-(１)-② 遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 管理者は、遵守すべき法令等を十分に理解しており、利害関係者（取引事業者、

行政関係者等）との適正な関係を保持している。 

□② 管理者は、法令遵守の観点での経営に関する研修や勉強会に参加している。 

□③ 管理者は、環境への配慮等も含む幅広い分野について遵守すべき法令等を把握

し、取組を行っている。 

□④ 管理者は、職員に対して遵守すべき法令等を周知し、また遵守するための具体

的な取組を行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準については、管理者が、自ら遵守すべき法令等に関する正しい理解に向け

た取組を行っていること、また、職員等の法令等の遵守に関する具体的な取組を行っ

ていることの双方を評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉施設・事業所（法人）は、福祉サービスを提供する組織として、法令等を遵守し

た事業経営＝コンプライアンス（法令遵守）の徹底が求められます。ここでの法令等

とは、社会福祉関係法令はもとより、福祉施設・事業所の理念・基本方針や諸規程、

さらには、社会的ルールや倫理を含むものです。 

○管理者は、自らがそれらの法令や倫理を正しく理解し、組織全体をリードしていく責

務を負っています。そのため、遵守すべき法令等を十分に理解し、利害関係者（取引

事業者、行政関係者等）との適正な関係を保持することが必要です。 

○また、福祉施設・事業所における法令遵守の体制づくり、教育・研修等を実施し、職

員に対して遵守すべき法令等を周知し、遵守するための具体的な取組を行うことが求

められます。 

○福祉施設・事業所（法人）において、コンプライアンス（法令遵守）規程の策定、担

当者・担当部署の設置、公益通報相談窓口の設置等、倫理や法令遵守の徹底に向けた

規程の整備や体制の構築を図ることもより積極的な取組として考えられます。 

（３）評価の留意点 

○管理者の、遵守すべき法令等に関する正しい理解に向けた取組とともに、福祉施設・

事業所の責任者として、職員等が遵守するための具体的な取組を実施していることの

双方を総合的に評価します。 

○福祉施設・事業所として遵守しなければならない基本的な関連法令について、正しく
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把握・認識されているかどうか、また最新の内容が把握されているかどうかを確認し

ます。 

○遵守の対象となる法令としては、福祉分野に限らず、消費者保護関連法令、さらには

雇用・労働や防災、環境への配慮に関するものについて含んでいることが必要です。 
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Ⅱ-１-(２) 管理者のリーダーシップが発揮されている。 

 

12 Ⅱ-１-(２)-① 福祉サービスの質の向上に意欲をもち、その取組に指導力を発揮し

ている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 管理者は、実施する福祉サービスの質の現状について定期的、継続的に評価・

分析を行っている。 

□② 管理者は、福祉サービスの質に関する課題を把握し、改善のための具体的な取

組を明示して指導力を発揮している。 

□③ 管理者は、福祉サービスの質の向上について組織内に具体的な体制を構築し、

自らもその活動に積極的に参画している。 

□④ 管理者は、福祉サービスの質の向上について、職員の意見を反映するための具

体的な取組を行っている。 

□⑤ 管理者は、福祉サービスの質の向上について、職員の教育・研修の充実を図っ

ている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、管理者が福祉サービスの質の向上に関する福祉施設・事業所の課題を

正しく理解したうえで、組織に対してどのように指導力を発揮しているかを具体的な

取組によって評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉施設・事業所における福祉サービスの質の向上において、管理者の責任と役割が

重要です。個々の職員の継続的な努力により取組まれる実践を、組織的な取組とする

ことや体制づくりにつなげるなど、指導力の発揮が求められます。 

○社会福祉法第 78 条においては、「社会福祉事業の経営者は、自らその提供する福祉

サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより、常に福祉サービス

を受ける者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めなけれ

ばならない」とされています。 

○管理者は、理念や基本方針を具体化する観点から、福祉施設・事業所における福祉サ

ービスの質に関する課題を把握し、その課題と改善に向けた取組を組織全体に明らか

にして取組を進める必要があります。 

（３）評価の留意点 

○管理者が福祉サービスの質の向上に関わる課題を理解・分析したうえで、組織に対し
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てどのように指導力を発揮しているかを具体的な取組によって評価します。 

○訪問調査で聴取し可能なものについては書面での確認を行います。  
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13 Ⅱ-１-(２)-② 経営の改善や業務の実行性を高める取組に指導力を発揮している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 管理者は、経営の改善や業務の実効性の向上に向けて、人事、労務、財務等を

踏まえ分析を行っている。 

□② 管理者は、組織の理念や基本方針の実現に向けて、人員配置、職員の働きやす

い環境整備等、具体的に取り組んでいる。 

□③ 管理者は、経営の改善や業務の実効性の向上に向けて、組織内に同様の意識を

形成するための取組を行っている。 

□④ 管理者は、経営の改善や業務の実効性を高めるために組織内に具体的な体制を

構築し、自らもその活動に積極的に参画している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、管理者が経営の改善や業務の実効性を高める取組を自ら実行するとと

もに、組織内に同様の意識を形成し、職員全体で効果的な事業運営を目指すために指

導力を発揮しているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○管理者は、経営資源を有効に活用して、福祉施設・事業所（法人）の理念・基本方針

を具現化した質の高い福祉サービスの実現を図る必要があります。 

○理念・基本方針の実現に向けて、人事、労務、財務等、それぞれの視点から常に検証

を行い、経営や単純なコスト削減ではない効果的な業務の実現を目指す改善に向けた

具体的な取組が必要です。 

○経営状況やコストバランスの分析に基づいて、経営や業務の効果を高めるとともに、

その効果をさらなる改善に向けていくといった継続的な取組が安定的かつ良質な福

祉サービスの実施には不可欠となります。 

○管理者は、福祉施設・事業所の将来性や継続性や経営資源の有効活用という基本的な

課題を常に視野に入れて組織を運営していくことが求められます。 

（３）評価の留意点 

○管理者の自らの取組とともに、組織内に同様の意識を形成し、職員全体で効果的な事

業運営を目指すための指導力の発揮に関わる取組の双方を、具体的な取組によって総

合的に評価します。 

○訪問調査で聴取し可能なものについては書面での確認を行います。 
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Ⅱ-２ 福祉人材の確保・育成 

 

Ⅱ-２-(１) 福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。 

 

14 Ⅱ-２-(１)-① 必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計画が確立し、取

組が実施されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 必要な福祉人材や人員体制に関する基本的な考え方や、福祉人材の確保と育成

に関する方針が確立している。 

□② 福祉サービスの提供に関わる専門職（有資格の職員）の配置等、必要な福祉人

材や人員体制について具体的な計画がある。 

□③ 計画にもとづいた人材の確保や育成が実施されている。 

□④ 法人（福祉施設・事業所）として、効果的な福祉人材確保（採用活動等）を実

施している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、理念・基本方針や事業計画を実現するために必要な福祉人材や人員

体制について、組織として具体的な計画をもって、取組んでいるかどうかを評価しま

す。 

（２）趣旨・解説 

○理念・基本方針や事業計画を実現し、質の高い福祉サービスを実現するためには、必

要な福祉人材や人員体制に関する基本的な考え方や、人材の確保と育成に関する方針

を明確にした計画が求められます。 

○計画は、単に「質の高い福祉人材の確保」という抽象的な表現にとどまるものではな

く、組織の理念・基本方針や事業計画に沿って、組織を適切に機能させるために必要

な人数や、体制、あるいは常勤職員と非常勤職員の比率のほか、障害者雇用への対応

といったことも含めて立案される必要があります。 

○また、社会福祉士、精神保健福祉士、介護支援専門員、介護福祉士、保育士、医師、

看護師、理学療法士、作業療法士、臨床心理士等の福祉サービスの提供に関わる専門

職（有資格職員）である福祉人材の配置や確保等について具体的な計画となっている

ことが重要です。 

（３）評価の留意点 

○本評価基準では、具体的な考え方や計画の有無とともに、計画どおりの人員体制が取
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られていない場合でも、その目標の実現に向かって計画的に人材の確保・育成が行わ

れているかどうかを、具体的な取組や経過等から評価します。 

○採用や人事管理については、法人で一括して所管している場合もありますが、その場

合にも本評価基準に照らし合わせて、当該組織に関する具体的な考え方や取組を評価

します。 
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15 Ⅱ-２-(１)-② 総合的な人事管理が行われている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 法人（福祉施設・事業所）の理念・基本方針にもとづき「期待する職員像等」

を明確にしている。 

□② 人事基準（採用、配置、異動、昇進・昇格等に関する基準）が明確に定められ、

職員等に周知されている。 

□③ 一定の人事基準にもとづき、職員の専門性や職務遂行能力、職務に関する成果

や貢献度等を評価している。 

□④ 職員処遇の水準について、処遇改善の必要性等を評価・分析するための取組を

行っている。 

□⑤ 把握した職員の意向・意見や評価・分析等にもとづき、改善策を検討・実施し

ている。 

□⑥ 職員が、自ら将来の姿を描くことができるような総合的な仕組みづくりができ

ている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、総合的な人事管理が実施されているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉施設・事業所（法人）における人事管理は、理念・基本方針にもとづく「期待す

る職員像等」を明確にしたうえで、能力開発（育成）、活用（採用・配置）、処遇（報

酬等）、評価等が総合的に実施されること、いわゆる「トータル人事（人材）マネジ

メント」の考え方により実施されることが望ましいと考えられています。 

○総合的な人事管理においては、主に以下の仕組みなどが一体的に運営されることが適

切であるとされています。 

・法人（福祉施設・事業所）の理念と基本方針を踏まえた「期待する職員像等」の明確

化 

・人事理念や人事基準の明確化と基準にもとづく運用 

・能力開発（育成）…目標管理制度、教育・研修制度（OJT 等を含む） 

・活用…キャリアパス、職員配置、ローテーション、異動に関する基準等の明確化等 

・処遇（報酬等）…昇任・昇格基準、給与基準、福利厚生等その他の労働条件の整備 

・評価…人事考課制度等 

○職員処遇の水準（賃金水準、有給取得率、時間外労働時間数等）については、地域性、

福祉施設・事業所（法人）の特性等を踏まえながらも、同地域、同施設・事業種別間
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で比較・検討を行うなど、指標化しながら管理・改善することも必要です。 

○職員等が、自ら将来を描くことができるような仕組みづくり＝キャリアパス（昇進・

昇格の基準、賃金の水準、必要となるスキルの水準、必要となるスキルを獲得するた

めの機会（研修等）等）の明確化や職員の意向・希望を確認するコミュニケーション

も重要です。 

（３）評価の留意点 

○評価方法は、総合的な人事管理に関する仕組み、取組を具体的に聴取して確認します。

また、人事管理に関わる規程（基準）等については、書面で確認します。 

○小規模な福祉施設・事業所については、福祉施設・事業所の規模や職員体制等を勘案

し、その実施状況を評価します。また、大規模法人（複数福祉施設・事業所を経営す

る法人）における総合的な人事管理制度や人事管理モデルを一様に当てはめて、小規

模な福祉施設・事業所を評価するものではありません。 

○能力開発（育成）における、目標管理制度についてはⅡ-２-(３)-①、教育・研修制

度についてはⅡ-２-(３)-②、③で評価します。 
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Ⅱ-２-(２) 職員の就業状況に配慮がなされている。 

 

16 Ⅱ-２-(２)-① 職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づくりに取組んで

いる。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 職員の就業状況や意向の把握等にもとづく労務管理に関する責任体制を明確に

している。 

□② 職員の有給休暇の取得状況や時間外労働のデータを定期的に確認するなど、職

員の就業状況を把握している。 

□③ 職員の心身の健康と安全の確保に努め、その内容を職員に周知している。 

□④ 定期的に職員との個別面談の機会を設ける、職員の悩み相談窓口を組織内に設

置するなど、職員が相談しやすいような組織内の工夫をしている。 

□⑤ 職員の希望の聴取等をもとに、総合的な福利厚生を実施している。 

□⑥ ワーク・ライフ・バランスに配慮した取組を行っている。 

□⑦ 改善策については、福祉人材や人員体制に関する具体的な計画に反映し実行し

ている。 

□⑧ 福祉人材の確保、定着の観点から、組織の魅力を高める取組や働きやすい職場

づくりに関する取組を行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、職員の就業状況や意向を定期的に把握し、働きやすい職場づくりに取

組んでいるかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉サービスの内容を充実させるためには、組織として、職員が常に仕事に対して意

欲的にのぞめるような環境を整えること＝働きやすい職場づくりに取組むことが求

められます。 

○「働きやすい職場」とは、①職員の心身の健康と安全の確保、②ワークライフバラン

ス（仕事と生活の両立）に配慮した職場環境づくり、がなされている職場をいいます。 

○職員の心身の健康と安全の確保については、労働災害防止策（メンタルヘルス、ケガ・

腰痛防止策、その他労働災害への対応）、セクシャルハラスメントやパワーハラスメ

ントの防止策と対応策、希望があれば職員が相談できるように、カウンセラーや専門

家を確保する等の取組があります。また、健康維持の取組としては、たとえば、より

充実した健康診断を実施する、全職員に予防接種を励行する、健康上の相談窓口を設



＜高齢者版（通所）＞ 

29 
 

置する、悩み相談の窓口を設置するなどが挙げられます。 

○福利厚生の取組としては、職員の余暇活動や日常生活に対する支援などがあります。 

○ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の両立）に配慮した職場環境の配慮について

は、休暇取得の促進、短時間労働の導入、時間外労働の削減等の取組があります。ま

た、次世代育成支援対策推進法にもとづく事業主行動計画の策定や、改正育児休業法

への適切な対応、定期的な個別面接や聴取等が制度として確立していることが望まれ

ます。 

○働きやすい職場づくりに向けて、労務管理に関する責任体制を明確にすることはもと

より、職員の就業状況や意向・意見を把握することが必要です。また、その結果を分

析・検討し、改善に向けた取組を福祉人材や人員体制に関する具体的な計画に反映し

たうえで進めていくといった仕組みが必要となります。 

（３）評価の留意点 

○把握された意向・意見について分析・検討する仕組みの有無、サポートする必要があ

ると認められる職員に対しての対応等、把握した職員の状況に対して組織的にどのよ

うに取り組んでいるのかという点も評価します。 

○相談の窓口設置については、単に「困ったことがあれば管理者に相談する」といった

運営ではなく、相談しやすい工夫を行っているか、相談を受け付けた後に解決を図る

体制が整備されているかなど、組織的に取り組んでいるかどうかを評価します。相談

窓口は組織内部のみならず、外部にも設置することが望ましいといえますが、組織内

部に設置していれば評価の対象とします。 

○評価方法は、訪問調査において職員の就業状況や意向・意見等の記録、把握した結果

についての対応の記録等の確認と聴取によって行います。 
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Ⅱ-２-(３) 職員の質の向上に向けた体制が確立されている。 

 

17 Ⅱ-２-(３)-① 職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 組織として「期待する職員像」を明確にし、職員一人ひとりの目標管理のため

の仕組みが構築されている。 

□② 個別面接を行う等組織の目標や方針を徹底し、コミュニケーションのもとで職

員一人ひとりの目標が設定されている。 

□③ 職員一人ひとりの目標の設定は、目標項目、目標水準、目標期限が明確にされ

た適切なものとなっている。 

□④ 職員一人ひとりが設定した目標について、中間面接を行うなど、適切に進捗状

況の確認が行われている。 

□⑤ 職員一人ひとりが設定した目標について、年度当初・年度末（期末）面接を行

うなど、目標達成度の確認を行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、職員一人ひとりの育成に向け、組織の目標や方針を徹底し、職員一

人ひとりの目標の設定等が適切に行われているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○目標管理制度は、福祉施設・事業所（法人）の理念・基本方針をはじめとする福祉施

設・事業所の全体目標や部門（チーム）、さらには、職員一人ひとりの目標の統合を

目指す仕組みです。 

○職員一人ひとりの知識・経験等に応じて具体的な目標を設定しながら、福祉サービス

の実施を行うものです。職員の教育・研修機能を有するのみならず、モチベーション

を高めるための取組でもあります。 

○目標管理では、前提として「期待する職員像」（福祉施設・事業所（法人）の理念・

基本方針、福祉サービスの目標等の実現を目指す人材像の定義）や理念・基本方針等

を踏まえた、福祉施設・事業所の全体目標が明確にされている必要があります。その

うえで、部門（チーム）、職員一人ひとりの目標を設定することになります。 

○設定する目標については、目標項目、目標水準、目標期限が明確にされ、また、到達

可能な水準であることが必要です。 

○目標の設定にあたっては、一人ひとりの職員との面接を通じたコミュニケーションが

重要です。職員が設定する目標については、福祉施設・事業所や部門（チーム）の目
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標と整合性を保つとともに、当該職員に期待するレベル、内容にふさわしいものであ

る必要があります。 

○目標の達成に向けて、職員一人ひとりが取組を行いますが、管理者等は、支持的・援

助的な姿勢で日常的に適切な助言や支援を行います。 

○中間段階や期末には、目標達成と取組状況を確認するため、面接を行い評価と振り返

りを行います。 

（３）評価の留意点 

○職員一人ひとりの目標が適切に設定されるとともに、進捗状況の確認、目標達成度の

確認等が行われていることが必要です。 

○評価方法は、目標管理に関する仕組み、取組を具体的に聴取して確認します。また、

目標管理制度に関わる規程（基準）等を書面で確認するとともに、個々の職員の目標

管理シートを抽出して確認します。 
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18 Ⅱ-２-(３)-② 職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定され、教育・研修

が実施されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 組織が目指す福祉サービスを実施するために、基本方針や計画の中に、「期待

する職員像」を明示している。 

□② 現在実施している福祉サービスの内容や目標を踏まえて、基本方針や計画の中

に、組織が職員に必要とされる専門技術や専門資格を明示している。 

□③ 策定された教育・研修計画にもとづき、教育・研修が実施されている。 

□④ 定期的に計画の評価と見直しを行っている。 

□⑤ 定期的に研修内容やカリキュラムの評価と見直しを行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、求められる職員のあり方を、具体的な知識・技術水準や専門資格の

取得といった点から明確にした職員の教育・研修に関する組織の基本姿勢を、基本方

針や計画として策定し、これらにもとづく教育・研修が適切に実施されていることを

評価します。 

（２）趣旨・解説 

○教育・研修は、基本的考え方等を明確にし、計画的に実施される必要があります。 

○福祉サービスの質の向上のために組織が定めた目標とその目標達成に向けた事業計

画と職員の研修計画が整合していることが必要です。 

○職員の教育・研修に関する基本方針や計画は、概略的なものではなく、具体的な知識、

技術の内容・水準や専門資格の取得といった点から明確にしたものであることを求め

ています。 

○基本方針や計画にもとづいて、教育・研修が適切に実施されていることが必要です。 

○また、教育・研修成果の評価・分析を行い、その結果を踏まえて次の教育・研修計画

を策定に反映することが必要です。 

（３）評価の留意点 

○組織が必要とする職員の知識・技術や専門資格について、具体的な目標が明記され、

それとの整合性が確保された体系的な計画が明文化されているか確認します。 

○年度ごとに関連性・継続性のない研修の開催や外部研修への参加、あるいは職員の希

望だけを尊重した研修計画は、福祉サービスの質の向上に対する取組の一環と位置づ

けることはできません。組織として目的を明確にし、体系化された研修計画が策定さ

れる必要があります。 
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○組織が実施する福祉サービス全体の質の向上に対する取組を評価する項目ですので、

正規職員の他、派遣契約職員や臨時職員等、すべての職員についての教育・研修を対

象とします。 

○法人が一括して所管している場合であっても、本評価基準の趣旨に照らして福祉施

設・事業所の取組を評価します。 
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19 Ⅱ-２-(３)-③ 職員一人ひとりの教育・研修の機会が確保されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 個別の職員の知識、技術水準、専門資格の取得状況等を把握している。 

□② 新任職員をはじめ職員の経験や習熟度に配慮した個別的なＯＪＴが適切に行わ

れている。 

□③ 階層別研修、職種別研修、テーマ別研修等の機会を確保し、職員の職務や必要

とする知識・技術水準に応じた教育・研修を実施している。 

□④ 外部研修に関する情報提供を適切に行うとともに、参加を勧奨している。 

□⑤ 職員一人ひとりが、教育・研修の場に参加できるよう配慮している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、職員の教育・研修に関する計画にもとづき、職員一人ひとりについ

て、教育・研修の機会が確保されるとともに、教育・研修の場に参加し適切に教育・

研修が実施されているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○職員の教育・研修に関する計画が実施されていることはもとより、職員一人ひとりが

実際に必要な教育・研修を受けることができているかということが重要です。 

○教育・研修の計画的な実施とあわせて、職員一人ひとりの知識、技術水準、専門資格

の取得状況等を把握することが必要です。 

○教育・研修の内容については、新任職員をはじめ職員の経験や習熟度に配慮した個別

的なＯＪＴが適切に行われていること、また、階層別研修、職種別研修、テーマ別研

修等の機会を確保し、職員の職務や必要とする知識・技術水準に応じた教育・研修を

実施されることなどが必要です。 

○福祉サービスに関わるニーズの複雑化や支援の困難化等により、専門性が一層求めら

れることから、内部・外部研修等の研修の方法やテーマ・種類等を整理し、また職員

間で学びあう機会と体制づくりも求められます。 

○必要に応じて、たとえば介護技術向上のための介護福祉士資格の取得、相談員の面接

技術向上のための国家資格の取得、栄養士の管理栄養士資格の取得等も重要な教育・

研修の取組となります。 

○福祉施設・事業所（法人）において、研修を実施することはもとより、外部研修に関

する情報提供を適切に行うとともに、参加を勧奨すること、教育・研修の場に参加で

きるように配慮することが必要であることはいうまでもありません。 

（３）評価の留意点 
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○研修成果の評価・分析が行われているかどうかを評価します。研修参加者の報告レポ

ートや、評価・分析が記載された文書（職員別研修履歴等）で確認を行います。 

○研修成果の評価・分析が、次の研修計画に反映されているかどうかを、継続した記録

等の資料で確認します。 

○「階層別研修、職種別研修、テーマ別研修等の機会」の確保については、福祉施設・

事業所（法人）において企画・実施する場合はもとより、外部研修への参加を含め評

価します。 
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Ⅱ-２-(４) 実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われてい

る。 

 

20 Ⅱ-２-(４)-① 実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成について体制

を整備し、積極的な取組をしている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成に関する基本姿勢を明文

化している。 

□② 実習生等の福祉サービスの専門職の研修・育成についてのマニュアルが整備さ

れている。 

□③ 専門職種の特性に配慮したプログラムを用意している。 

□④ 指導者に対する研修を実施している。 

□⑤ 実習生については、学校側と、実習内容について連携してプログラムを整備す

るとともに、実習期間中においても継続的な連携を維持していくための工夫を行

っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成について基本的

な姿勢を明確にした体制を整備し、効果的なプログラムを用意するなど、積極的な取

組を実施しているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉の人材を育成すること、また、福祉サービスに関わる専門職の研修・育成への協

力は、福祉施設・事業所の社会的責務の一つです。地域の特性や事業所の種別、規模

等、状況によって異なりますが、組織としての姿勢が明確にされているとともに、そ

の体制が整備され、効果的な研修・育成や受入が行われている必要があります。 

○実習生等は、受入れの時期や期間、受入れ人数などが一定ではありません。したがっ

て、よりきめ細やかな利用者への配慮が求められます。「実習生等」とは、社会福祉

士、精神保健福祉士、介護福祉士、保育士、ホームヘルパー等、社会福祉に関する資

格取得のために受け入れる実習生、看護師や保健師等の福祉サービス関わる専門職、

学生等のインターン研修、教員養成、司法関係の教育研修等の幅広い人材をいいます。 

（３）評価の留意点 

○受入れ体制の整備については、受入れに関するマニュアルの作成が求められます。マ

ニュアルには、受入れについての連絡窓口、利用者や家族等への事前説明、職員への
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事前説明、実習生等に対するオリエンテーションの実施方法等の項目が記載されてい

る必要があります。 

○実習生等の受入れについて、組織として具体的にどのような取組を行っているかにつ

いて評価します。事前説明の方法や、実習生等を忌避する利用者への配慮等について

聴取します。 

○さらに効果的な研修・育成のための工夫がなされているか確認します。具体的には、

①実習（教育・研修）内容全般を計画的に学べるようなプログラムを策定する、②実

施状況に関する連絡等についての学校等（教育・研修の実施主体・派遣機関等）との

連携を強めるための取組を行う、③実習生等の目的や職種等に考慮したプログラムを

用意する、④これらが職員に周知され共有されていること、などが考えられます。 

○実習生等の研修・育成に関わる実績がない場合には、受入体制の整備やプログラムの

準備状況、指導者に対する研修の実施状況等をもって評価します。 
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Ⅱ-３ 運営の透明性の確保 

 

Ⅱ-３-(１) 運営の透明性を確保するための取組が行われている。 

 

21 Ⅱ-３-(１)-① 運営の透明性を確保するための情報公開が行われている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① ホームページ等の活用により、法人、福祉施設・事業所の理念や基本方針、提

供する福祉サービスの内容、事業計画、事業報告、予算、決算情報が適切に公開

されている。 

□② 福祉施設・事業所における地域の福祉向上のための取組の実施状況、第三者評

価の受審、苦情・相談の体制や内容について公表している。 

□③ 第三者評価の受審結果、苦情・相談の体制や内容にもとづく改善・対応の状況

について公表している。 

□④ 法人（福祉施設・事業所）の理念、基本方針やビジョン等について、社会・地

域に対して明示・説明し、法人（福祉施設・事業所）の存在意義や役割を明確に

するように努めている。 

□⑤ 地域へ向けて、理念や基本方針、事業所で行っている活動等を説明した印刷物

や広報誌等を配布している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉施設・事業所の事業や財務等に関する情報について、適切に公開

し、運営の透明性を確保するための取組を行っていることを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉施設・事業所においては、実施する福祉サービスを必要とする利用者や家族等が

その内容を知るための情報を適切に公開、発信する必要があります。 

○社会福祉法第 75 条には、「社会福祉事業の経営者は、福祉サービスを利用しようと

する者が、適切かつ円滑にこれを利用することができるように、その経営する社会福

祉事業に関し情報の提供を行うよう努めなければならない」と定められています。 

○福祉施設・事業所の事業や財務等に関する情報を公開することは、公費による福祉サ

ービスを実施する主体としての説明責任を果たし、経営の透明性を図る取組でもあり

ます。 

○福祉サービスを実施する福祉施設・事業所に対する、利用者や家族等、そして地域の

理解を深めていくためには、第三者評価の受審や苦情・相談内容の公表などの福祉サ
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ービスの質の向上に関わる取組をはじめ、各法人の特色ある実践・活動を主体的に提

示していくことが重要です。 

（３）評価の留意点 

○評価方法は、福祉施設・事業所のホームページ、広報誌やパンフレット等により確認

します。 

○「地域の福祉向上のための取組の実施状況」については、Ⅱ４-（３）「地域の福祉

向上のための取組を行っている。」で評価する事項が適切に公表されているか確認し

ます。 
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22 Ⅱ-３-(１)-② 公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組が行われてい

る。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 福祉施設・事業所における事務、経理、取引等に関するルールが明確にされ、

職員等に周知している。 

□② 福祉施設・事業所における事務、経理、取引等に関する職務分掌と権限・責任

が明確にされ、職員等に周知している。 

□③ 福祉施設・事業所における事務、経理、取引等について、必要に応じて外部の

専門家に相談し、助言を得ている。 

□④ 福祉施設・事業所における事務、経理、取引等について内部監査を実施するな

ど、定期的に確認されている。 

□⑤ 外部監査の活用等により、事業、財務に関する外部の専門家によるチェックを

行っている。 

□⑥ 外部監査の結果や公認会計士等による指導や指摘事項にもとづいて、経営改善

を実施している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組が行われてい

るかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉サービスに関わる福祉施設・事業所においては、質の高い福祉サービスを実施す

る基盤となる経営・運営が、公正かつ透明性の高い適正なものである必要があります。

これは、福祉サービスを提供する主体としての信頼性に関わる重要な取組です。 

○福祉施設・事業所の経営・運営は、福祉サービスの提供及び、業務執行に関わる「内

部統制」＝事業経営・運営におけるチェック体制を確立し社会的な責任を意識したも

のであることが重要です。 

○具体的には、福祉施設・事業所内における各種規程にそった業務の実施、意思決定の

手続きや財務管理（会計処理）、また、取引・契約関係等、どの業務や過程に課題や

問題が発生しやすいか福祉施設・事業所の実情に応じて検討する必要があります。さ

らに、その発生を防ぐための仕組み・体制を構築することが求められます。 

○福祉施設・事業所における事務、経理、取引等について、必要に応じて外部の専門家

に相談し、助言を得ることや、内部監査を実施するなどで定期的に確認するなど事業

経営・運営の適正性を確保する取組も有効です。 
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○また、特に公益性の高い社会福祉法人については、公正性と透明性を確保し、説明責

任を果たす観点から、外部監査を活用することも有効です。 

○公認会計士等の専門家による指摘事項、アドバイス等は、経営・財務の改善課題の発

見とその解決のための客観的な情報と位置づけることができます。また、その結果を

経営改善に活用することが必要です。 

○社会福祉法人審査基準では、外部監査の頻度について「資産額が 100 億円以上若し

くは負債額が 50 億円以上又は収支決算額が 10 億円以上の法人については、その事

業規模に鑑み、2 年に 1 度程度の外部監査の活用を行うことが望ましいものである

こと。これらに該当しない法人についても、5 年に１回程度の外部監査を行うなど法

人運営の透明性の確保のために取組を行うことが望ましい」としています。 

○ここでいう外部監査とは法人等の財務管理、事業の経営管理、組織運営・事業等に関

する外部の専門家の指導・助言を指します。なお、財務管理、経営管理等は「公認会

計士等、税理士その他の会計に関する専門家」(以下「外部監査の考え方」３．外部

監査の実施者を参照)によることが求められます。 

○外部監査の考え方は、以下のとおりです。 

１．外部監査の趣旨について 

広く法人の外部の専門家によるチェックを通じて法人運営の透明性の確保に資

することを目的とするものであること。 

２．外部監査の範囲について 

①公認会計士法にもとづき公認会計士又は監査法人（以下「公認会計士等」という。）

が行う財務諸表の監査 

②公認会計士等、税理士その他の会計に関する専門家が行う会計管理体制の整備状

況の点検等 

③財務状況以外の事項（法人の組織運営・事業等）の監査 

３．外部監査の実施者について 

外部監査は、法人の財務管理、事業の経営管理その他法人運営に関し優れた識見

を有する者が行うこと。具体的には、公認会計士等、税理士その他の会計に関する

専門家や、社会福祉事業について学識経験を有する者等がこれに該当すること。な

お、当該法人の役職員等や、当該法人及びその役員等と親族等の特殊の関係がある

者が外部監査を行うことは適当でないこと。 

（３）評価の留意点 

○公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組が日常的に行われているか、さ

らに、必要に応じて外部の専門家による助言を得ているかを評価します。 

○また、福祉施設・事業所（法人）の規模を勘案したうえで、外部監査等を活用し事業、

財務等に関するチェックや外部監査結果にもとづく経営改善を実施していることを

評価します。 

○小規模な福祉施設・事業所については、外部監査等の活用や結果にもとづく経営改善

が実施されていない場合も想定されます。福祉施設・事業所における事務、経理、取
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引等について、①必要に応じて外部の専門家との契約にもとづき、相談し、助言を得

ることで定期的確認することなどにより、事業経営・運営の適正性を確保する取組を

行うこと、②実情にそくした経営改善の取組を行っていること、をもって総合的に評

価します。 

○評価方法は、訪問調査において、書面での確認と聴取により行います。なお、行政に

よる監査は対象ではありません。 
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Ⅱ-４ 地域との交流、地域貢献 

 

Ⅱ-４-(１) 地域との関係が適切に確保されている。 

 

23 Ⅱ-４-(１)-① 利用者と地域との交流を広げるための取組を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 地域との関わり方について基本的な考え方を文書化している。 

□② 活用できる社会資源や地域の情報を収集し、掲示板の利用等で利用者に提供し

ている。 

□③ 利用者の個別的状況に配慮しつつ地域の行事や活動に参加する際、必要があれ

ば職員やボランティアが支援を行う体制が整っている。 

□④ 福祉施設・事業所や利用者への理解を得るために、地域の人々と利用者との交

流の機会を定期的に設けている。 

□⑤ 利用者の買い物や通院等日常的な活動についても、定型的でなく個々の利用者

のニーズに応じて、地域における社会資源を利用するよう推奨している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者の地域との交流を広げることを目的とした組織の取組につい

て評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者が地域の人々と交流をもち良好な関係を築くことは、利用者の活動範囲を広げ、

ＱＯＬを高めるための大切なプロセスです。 

○福祉施設・事業所においては、利用者の地域活動への参加を推奨し、利用者が参加し

やすくなるための体制整備を行うことが求められます。 

○利用者と地域の人々との交流は、地域と事業所の相互交流を促進するという意味もあ

わせもっています。事業所が、地域社会の一員としての社会的役割を果たすためにも、

利用者の地域への参加は大きな意味を持つといえます。 

○利用者の買い物や通院等日常的な活動については、定型的でなく個々の利用者のニー

ズに応じて、地域における社会資源を利用できるような情報提供や支援を行うことも

必要です。 

（３）評価の留意点 

○本評価基準では、利用者の地域との交流を広げることを目的とした組織の取組につい

て評価します。利用者が地域へ出て行きやすいような支援と同時に、地域に対して、
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事業所や利用者への理解を深めるための取組を行うことも評価の対象となります。 

○評価方法は、訪問調査において実施状況の聴取が主となり、事業報告書等、書面でも

確認します。  
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24 Ⅱ-４-(１)-② ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確にし体制を確立

している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① ボランティア受入れに関する基本姿勢を明文化している。 

□② 地域の学校教育等への協力について基本姿勢を明文化している。 

□③ ボランティア受入れについて、登録手続、ボランティアの配置、事前説明等に

関する項目が記載されたマニュアルを整備している。 

□④ ボランティアに対して利用者との交流を図る視点等で必要な研修、支援を行っ

ている。 

□⑤ 学校教育への協力を行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、地域、学校等のボランティアの受入れ、地域の学校教育施設・体験教

室の学習等への協力について評価します。 

（２）趣旨・解説 

○地域の人々や学校等におけるボランティア活動は、地域社会と福祉施設・事業所をつ

なぐ柱の一つとして位置づけることができます。また、福祉施設・事業所は、社会福

祉に関する知識と専門性を有する地域の社会資源として、地域の学校教育施設や体験

教室の学習（小学校の職場見学、中学校の職場体験、高校のインターンシップ）等へ

の協力がその役割の一つとして考えられます。 

○福祉施設・事業所の特性や地域の実情等にそくした、ボランティアの受入や学習等へ

の協力を検討・実施することが求められます。 

○多くの福祉施設・事業所が、様々にボランティアの受入や学習等への協力等を実施し

ているものと思われます。福祉施設・事業所側の姿勢や受入れ方針や体制が明確にな

っていないと、思いがけないトラブルや事故を誘引する場合もあります。特に利用者

と直接接する場面では、十分な準備が必要であり、見知らぬ人を忌避する利用者への

配慮が重要です。 

○ボランティア等は福祉の専門職ではないので、活動・学習時の配慮や注意事項等の十

分な説明が必要です。 

（３）評価の留意点 

○本評価基準では、ボランティアの受入や学習への教育等への協力に関する方針とマニ

ュアルの作成を求めています。 

○マニュアルには、登録・申込手続、配置（活動や学習の場）、利用者等への事前説明、
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ボランティアや学習への協力に係る事前説明、職員への事前説明、実施状況の記録、

等の項目が記載されている必要があります。また、トラブルや事故を防ぐためのボラ

ンティアへの研修や学習等への協力の受入時の説明の実施が必要です。 

○原則として、ボランティアの受入や地域の学校教育施設・体験教室等の学習等への協

力に係る体制を整備していることをもって評価します。ただし、福祉施設・事業所の

特性や地域性を鑑み、ボランティアの受入が困難と考えられる場合には、ボランティ

ア等の受入を想定した体制整備の状況、ボランティアの養成教育や地域の学校教育施

設・体験教室の学習等への協力（職員の派遣等を含む）の状況等を総合的に勘案し評

価します。 

○評価方法は、受入れにあたっての手順や流れ、利用者等への事前説明の仕組み、ボラ

ンティア等への事前説明の仕組みなど、具体的な方法を書面と聴取によって行います。 

○ボランティアの受入等の実績がない場合には、受入体制の整備やマニュアルの準備状

況、学校教育への協力等をもって評価します。 
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Ⅱ-４-(２) 関係機関との連携が確保されている。 

 

25 Ⅱ-４-(２)-① 福祉施設・事業所として必要な社会資源を明確にし、関係機関等と

の連携が適切に行われている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 当該地域の関係機関・団体について、個々の利用者の状況に対応できる社会資

源を明示したリストや資料を作成している。 

□② 職員会議で説明するなど、職員間で情報の共有化が図られている。 

□③ 関係機関・団体と定期的な連絡会等を行っている。 

□④ 地域の関係機関・団体の共通の問題に対して、解決に向けて協働して具体的な

取組を行っている。 

□⑤ 地域に適当な関係機関・団体がない場合には、利用者のアフターケア等を含め、

地域でのネットワーク化に取り組んでいる。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉施設・事業所として、利用者によりよい福祉サービスを提供する

ために必要となる、関係機関・団体の機能や連絡方法を体系的に把握し、その関係機

関等との連携が適切に行われているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者によりよい福祉サービスを提供するためには、地域の様々な機関や団体との連

携が必要となります。 

○ここで言う「必要な社会資源」とは、利用者へのサービスの質の向上のために連携が

必要な機関や団体を指し、具体的には、地域包括支援センター、福祉事務所、児童相

談所、保健所、公共職業安定所、病院（医療機関）、学校（教育機関）、社会福祉協議

会、民生委員・児童委員、弁護士、警察、地域内の他の事業所やボランティア団体、

各種自助組織等が挙げられます。 

○介護予防・日常生活支援総合事業の実施等により、多様な主体によるサービス提供が

行われています。それらの実施状況を踏まえ、連携にあたり地域の実情にあわせて、

制度外のサービスを含めて考える必要があります。 

○利用者に対してより良いサービスを行うとともに、地域社会において役割を果たして

いくためには、関係機関・団体とのネットワーク化が必要不可欠です。そのうえで、

問題解決に向けてネットワークを有効に活用することが重要です。 

○取組の具体例としては、関係機関・団体等の参画のもとで定期的にケース検討会を開
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催している、地域の定期的な連絡協議会に参加している、地域内の他組織と定期的に

連絡会を開催している、などが挙げられますが、利用者に対するサービスの一環とし

て行われる具体的な取組でなければ、十分とは言えません。 

〇築き上げたネットワークを有効に活用することが重要です。事業を進めていくうえで、

地域全体で課題となっている点について、関係機関・団体へ積極的に問題提起し、解

決に向けて協働して取り組んでいく、などが挙げられます。 

○地域に適当な関係機関・団体がない場合には、利用者のアフターケア等を含め、地域

でのネットワーク化を積極的に図ることも福祉サービスを提供する福祉施設・事業所

として重要な役割となります。 

（３）評価の留意点 

○社会資源の把握状況や関係機関・団体との連携に関する定期的な取組状況を評価しま

す。 

○職員間でそれらに関する情報の共有化が図られているかどうかの評価も行います。関

係機関・団体の機能や、連絡方法を記載した資料の保管場所や内容等が、必要に応じ

て職員が活用できるようになっているかどうか、会議で説明を行う等職員に周知され

ているかどうかについても、訪問調査で確認を行います。 

○評価方法は、いくつかの関係機関・団体との具体的な取組を聴取し、書面でも確認し

ます。 
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Ⅱ-４-(３) 地域の福祉向上のための取組を行っている。 

 

26 Ⅱ-４-(３)-① 福祉施設・事業所が有する機能を地域に還元している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 福祉施設・事業所のスペースを活用して地域住民との交流を意図した取組を行

っている。 

□② 福祉施設・事業所の専門性や特性を活かし、地域住民の生活に役立つ講演会や

研修会等を開催して、地域へ参加を呼びかけている。 

□③ 福祉施設・事業所の専門性や特性を活かした相談支援事業、支援を必要とする

地域住民のためのサークル活動等、地域ニーズに応じ住民が自由に参加できる多

様な支援活動を行っている。 

□④ 災害時の地域における役割等について確認がなされている。 

□⑤ 多様な機関等と連携して、社会福祉分野に限らず地域の活性化やまちづくりに

貢献している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉施設・事業所が有する機能を、地域に開放・提供する取組を積極

的に行っているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○地域との関わりを深める方法として、福祉施設・事業所の専門的な知識・技術や情報

を地域に提供することが挙げられます。このような取組を積極的に行うことは、地域

の人々の理解を得ることやコミュニケーションを活発にすることにつながっていき

ます。 

○具体的には、介護、保育、障害者（児）、生活困窮者等の理解を深めるための講習会

や研修会・講演会等の開催、福祉に関する相談窓口の設置等が挙げられます。 

○また、福祉施設・事業所は、災害時に福祉避難所として指定されている場合や避難所

となる場合も想定されるため、日頃から災害時の行政や地域との連携・協力に関する

事項を決定・確認しておくことが求められます。 

○福祉施設・事業所がその機能を活かし、災害時にどのような役割を果たすかについて、

自治体や地域住民とあらかじめ定めておくことも重要な取組といえます。 

○事業所のこのような活動を地域へ知らせるための取組も必要です。 

（３）評価の留意点 

○事業所の種別や規模によって、具体的な取組は様々だと思われますが、本評価基準の
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趣旨にそって、個々の取組について評価を行います。 

○着眼点「福祉施設・事業所のスペースを活用して地域住民との交流を意図した取組を

行っている。」は、福祉施設・事業所の設備の状況等により、適用しないことができ

ます。 
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27 Ⅱ-４-(３)-② 地域の福祉ニーズにもとづく公益的な事業・活動が行われている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 福祉施設・事業所の機能を地域に還元することなどを通じて、地域の福祉ニー

ズの把握に努めている。 

□② 民生委員・児童委員等と定期的な会議を開催するなどによって、具体的な福祉

ニーズの把握に努めている。 

□③ 地域住民に対する相談事業を実施するなどを通じて、多様な相談に応じる機能

を有している。 

□④ 関係機関・団体との連携にもとづき、具体的な福祉ニーズの把握に努めている。 

□⑤ 把握した福祉ニーズにもとづいて、法で定められた社会福祉事業にとどまらな

い地域貢献に関わる事業・活動を実施している。 

□⑥ 把握した福祉ニーズにもとづいた具体的な事業・活動を、計画等で明示してい

る。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、福祉施設・事業所が地域社会における福祉向上に役割を果たすため

に、地域の具体的な福祉ニーズを把握し、これにもとづく福祉施設・事業所独自の公

益的な事業・活動を積極的に行っているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉施設・事業所は、社会福祉に関する知識と専門性とともに福祉サービスを実施す

るという公益性を有する組織として、地域社会における役割や機能を発揮するために、

地域の具体的な福祉ニーズを把握するための取組を積極的に行うことが必要です。 

○地域住民からの意見や要望を把握する場合は、たとえば、相談事業を活発化させてそ

の中でニーズを把握する、地域交流のイベント時にアンケートを実施する、など主体

的に動くことが重要です。 

○日常的な福祉サービスの実施を通じて、当該福祉サービスでは対応できない利用者等

のニーズを把握することも必要です。 

○また、把握した福祉ニーズにもとづき、これらを解決・改善するための福祉施設・事

業所の公益的な事業・活動を行うことも必要です。特に、社会福祉法人については、

既存制度では対応しきれない生活困窮問題等の支援など、地域社会での貢献活動を主

体的、積極的に進めていくことが重要です。 

○地域社会では、地域経済や生活環境の変化等（雇用環境の変化、単身高齢者世帯や高

齢者のみの世帯の増加、大規模団地等の集合住宅の課題等）により、従来の社会福祉
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事業が対象とする範囲以外の生活課題・福祉課題等が顕著化しています。また、地域

における生活課題・福祉課題の解決・緩和においては、福祉施設・事業所による専門

的な地域への支援のみならず、地域住民の主体的な活動、協力の促進も重要です。 

○福祉施設・事業所においては、その有する機能をもって地域の生活課題・福祉課題を

解決・緩和する活動・事業の実施主体となること、あるいは、地域住民の主体的な活

動を促進・支援することなどの取組が求められます。 

（３）評価の留意点 

○施設・事業者が、法定の社会福祉事業及び自治体の補助事業以外に独自に行う取組を

評価します。行政からの依頼によりサービス・事業を新規受託することは、評価の対

象としませんが、いままで地域の福祉ニーズにもとづいて先駆的に施設・事業者が独

自に実施していた事業・活動を発展させ公的に位置づけ、行政側から委託を受けた場

合には評価の対象とします。 

○評価方法は、訪問調査において具体的な取組を聴取し、書面でも確認します。 

○着眼点「民生委員・児童委員等と定期的な会議を開催するなどによって、具体的な福

祉ニーズの把握に努めている。」及び「地域住民に対する相談事業を実施するなどを

通じて、多様な相談に応じる機能を有している。」は、福祉施設・事業所の状況等に

より、適用しないことができます。 
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Ⅲ 適切な福祉サービスの実施 

 

Ⅲ-１ 利用者本位の福祉サービス 

 

Ⅲ-１-(１) 利用者を尊重する姿勢が明示されている。 

 

28 Ⅲ-１-(１)-① 利用者を尊重した福祉サービス提供について共通の理解をもつた

めの取組を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 理念や基本方針に、利用者を尊重した福祉サービスの実施について明示し、職

員が理解し実践するための取組を行っている。 

□② 利用者を尊重した福祉サービスの提供に関する「倫理綱領」や規程等を策定し、

職員が理解し実践するための取組を行っている。 

□③ 利用者を尊重した福祉サービス提供に関する基本姿勢が、個々の福祉サービス

の標準的な実施方法等に反映されている。 

□④ 利用者の尊重や基本的人権への配慮について、組織で勉強会・研修を実施して

いる。 

□⑤ 利用者の尊重や基本的人権への配慮について、定期的に状況の把握・評価等を

行い、必要な対応を図っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、利用者を尊重した福祉サービス提供についての基本姿勢が明示され、

組織内で共通の理解をもつための取組が行われているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉サービスの実施では、利用者の意向を尊重することは当然ですが、さらに、利用

者のＱＯＬの向上を目指した積極的な取組が求められています。 

○組織内で共通の理解をもつための取組の具体例としては、倫理綱領の策定等、利用者

尊重や基本的人権への配慮に関する組織内の勉強会・研修や、実施する福祉サービス

の標準的な実施方法への反映、身体拘束や虐待防止についての周知徹底等が挙げられ

ます。 

○必要に応じて成年後見制度や日常生活自立支援事業の活用等により、利用者の権利擁

護に努めていることも重要です。 

（３）評価の留意点 
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○福祉施設・事業所の種別や福祉サービスの内容の違いによって、利用者尊重の具体的

な留意点は異なるので、組織としての基本姿勢と、組織全体の意識向上への取組を中

心に評価を行います。組織の基本姿勢は、理念や基本方針に明示されていることを前

提とします。 

○利用者の尊重について、組織内で共通の理解をもつためにどのような努力が行われて

いるか、具体的な取組をもとに評価します。 

○利用者の権利擁護のため、虐待等の権利侵害の防止、発生時の対応等の徹底について

は、内容評価基準（Ａ-１-（２）-①）で評価します。 
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29 Ⅲ-１-(１)-② 利用者のプライバシー保護等の権利擁護に配慮した福祉サービス

提供が行われている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者のプライバシー保護について、規程・マニュアル等が整備され、職員の

理解が図られている。 

□② 利用者の虐待防止等の権利擁護について、規程・マニュアル等が整備され、職

員の理解が図られている。 

□③ 利用者のプライバシー保護と虐待防止に関する知識、社会福祉事業に携わる者

としての姿勢・責務、利用者のプライバシー保護や権利擁護に関する規程・マニ

ュアル等について、職員に研修を実施している。 

□④ 一人ひとりの利用者にとって、生活の場にふさわしい快適な環境を提供し、利

用者のプライバシーを守れるよう設備等の工夫を行っている。 

□⑤ 利用者や家族にプライバシー保護と権利擁護に関する取組を周知している。 

□⑥ 規程・マニュアル等にもとづいた福祉サービスが実施されている。 

□⑦ 不適切な事案が発生した場合の対応方法等が明示されている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、利用者のプライバシー保護をはじめ、虐待防止といった利用者の権利

擁護に関する規程・マニュアル等を整備し、職員に周知するための取組を行うととも

に、利用者のプライバシーと権利擁護に配慮した福祉サービスの提供が行われている

か評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者の日常生活におけるプライバシーの保護は、利用者を尊重した福祉サービスの

提供における重要事項です。また、プライバシーの保護のみならず、虐待防止といっ

た利用者の権利擁護に関わる取組も同様です。 

○ここでいうプライバシーとは、「他人の干渉を許さない、各個人の私生活上の自由」

のことです。利用者のプライバシー保護については利用者尊重の基本であり、たとえ

ば、利用者が他人から見られたり知られたりすることを拒否する自由は保護されなけ

ればなりません。利用者からの信頼を得るためにも、プライバシー保護に関する具体

的な取組が求められます。 

○日常的な福祉サービスの提供においては、福祉施設・事業所の利用者や福祉サービス

の特性とあり方等を踏まえつつ、施設・設備の限界等を加味しながらも、可能な限り

一人ひとりの利用者にとって、生活の場にふさわしいここちよい環境を提供し、利用
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者のプライバシーを守れるよう設備等の工夫を行うことも必要です。 

○プライバシー保護と権利擁護に関する取組が、規程・マニュアル等にもとづき実施さ

れることはもとより、取組を利用者や家族に周知することも求められます。また、福

祉施設・事業所において、プライバシー保護や権利擁護に関わる不適切な事案が生じ

た場合を想定し、対応方法等を明確にしておくことも必要です。 

（３）評価の留意点 

○利用者のプライバシーと権利擁護に配慮した福祉サービスの提供の前提として、職員

が、プライバシー保護や権利擁護に関する基本的な知識や社会福祉事業に携わる者と

しての姿勢・意識を十分に理解すること、福祉施設・事業所の特性に応じた留意点等

に関する規程・マニュアル等を作成して周知徹底することが必要です。よって、職員

に規程・マニュアル等を配布しただけでは取組は不十分です。 

○福祉サービスの場面ごとに作成されているマニュアル・手引書等の中で、プライバシ

ー保護に関する留意事項が記載されている場合も、「規程・マニュアル等」に含みま

す。 

○入所施設の場合、通信、面会に関するプライバシー保護や、入浴・排泄時等生活場面

におけるプライバシー保護について、福祉施設・事業所の利用者や福祉サービスの特

性とあり方を踏まえつつ、設備面での配慮や工夫も含めた組織としての取組も評価の

対象となります。規程・マニュアル等の整備と周知への取組とあわせて総合的に評価

します。 

○評価方法は、規程・マニュアル等の内容を確認するとともに、具体的な取組を聴取し

ます。 

○個人情報保護は本評価基準にいうプライバシー保護には含みません。Ⅲ-2-(3)-②

「利用者に関する記録の管理体制が確立している。」において評価します。 

○利用者の権利侵害の防止等に関する具体的な取組については、内容評価基準（Ａ⑤Ａ

-１-（２）-①）において評価します。 
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Ⅲ-１-(２) 福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われてい

る。 

 

30 Ⅲ-１-(２)-① 利用希望者に対して福祉サービス選択に必要な情報を積極的に提

供している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 理念や基本方針、実施する福祉サービスの内容や福祉施設・事業所の特性等を

紹介した資料を、公共施設等の多くの人が入手できる場所に置いている。 

□② 組織を紹介する資料は、言葉遣いや写真・図・絵の使用等で誰にでもわかるよ

うな内容にしている。 

□③ 福祉施設・事業所の利用希望者については、個別にていねいな説明を実施して

いる。 

□④ 見学、体験入所、一日利用等の希望に対応している。 

□⑤ 利用希望者に対する情報提供について、適宜見直しを実施している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉サービスの利用希望者が、福祉サービスを選択するために必要な

情報提供が積極的に行われているかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○社会福祉法第 75 条において、社会福祉事業の経営者は、利用者がサービス選択の際

に参考とすることができる情報を積極的に提供することが求められています。 

○ここで言う情報とは、契約締結時の重要事項説明等ではなく、複数の福祉施設・事業

所の福祉サービスの中から利用者が自分の希望にそったものを選択するための資料

となるような、利用者の視点に立った情報を指します。このため、資料は、言葉遣い

や写真・図・絵の使用等で誰にでもわかるような内容とすることが重要です。 

○福祉施設・事業所の利用希望者については、個別にていねいな説明を実施すること、

また、希望に応じて、見学、体験入所、一日利用等に対応することも必要な取組です。 

○情報提供の方法、内容等については、配布・活用状況、利用者や家族等の意見等を必

要に応じて聴取しながら、定期的な見直しを行い、より良い内容を目指すことも重要

です。 

（３）評価の留意点 

○福祉サービス内容がわかりやすく説明された印刷物の作成、ホームページの作成、公

共施設へのパンフレットの配置、見学・体験希望者への対応等、利用者が情報を簡単
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に入手できるような取組、利用者にとってわかりやすい工夫が必要です。 

○実施する福祉サービスの内容等について組織が積極的に情報提供を行うことを求め

ています。 
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31 Ⅲ-１-(２)-② 福祉サービスの開始・変更にあたり利用者等にわかりやすく説明し

ている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① サービス開始・変更時の福祉サービスの内容に関する説明と同意にあたっては、

利用者の自己決定を尊重している。 

□② サービス開始・変更時には、利用者がわかりやすいように工夫した資料を用い

て説明している。 

□③ 説明にあたっては、利用者や家族等が理解しやすいような工夫や配慮を行って

いる。 

□④ サービス開始・変更時には、利用者や家族等の同意を得たうえでその内容を書

面で残している。 

□⑤ 意思決定が困難な利用者への配慮についてルール化され、適正な説明、運用が

図られている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、福祉サービス開始及び変更時に、利用者や家族等にわかりやすく説

明を行い、同意を得ているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉サービスの開始や変更の際には、利用者等の自己決定に十分に配慮し、福祉サー

ビスの具体的な内容や日常生活に関する事項、その他留意事項等をわかりやすく説明

することが必要です。 

○福祉サービスの開始や変更時における説明は、福祉サービスの利用契約が必要な福祉

施設・事業所はもとより、利用契約ではない福祉施設・事業所においても、利用者等

の自己決定の尊重や権利擁護等の観点から必要な取組です。 

○説明にあたっては、前評価基準（Ⅲ-１-(２)-①）と同様に、言葉遣いや写真・図・

絵の使用等で誰にでもわかるような資料を用いることが求められます。また、法令及

び組織が定めた様式に基づいて、同じ手順・内容で行われることが必要です。 

○利用契約が必要な福祉施設・事業所においては、福祉サービス内容や料金等が具体的

に記載された重要事項説明書等の資料とともに、契約書は、組織と利用者の権利義務

関係を明確にし、利用者の権利を守ると同時に、組織にとっても不必要なトラブルを

回避するための重要なものです。各種モデル契約書の内容に照らして、適切な契約書

を整備することが求められています。 

（３）評価の留意点 
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○利用契約ではない福祉施設・事業所における説明は、どの利用者等に対しても、組織

が定めた様式に基づいて、同じ手順・内容で行われることを前提としています。また、

本人が説明を受けることが困難な利用者に対しては、組織がどのような援助の方法を

とっているかを確認します。 

○評価方法は、訪問調査において、説明の様式・内容と状況を聴取します。また、利用

者や家族等への説明内容が具体的に記録された書面を確認します。 

○利用契約が必要な福祉施設・事業所における説明については、重要事項説明を行い契

約を締結する必要があります。その際には、利用者の意向を受けた個別の福祉サービ

ス内容を明確にして説明し、同意を得ることが求められています。また、本人が説明

を受け、契約を締結することが困難な場合には、成年後見制度等の利用を含め、適正

な方法がとられているか確認します。 

○評価方法は、訪問調査において重要事項説明や契約書等、契約に必要な書面を確認す

ることとあわせて、利用者の同意を得るまでの過程の記録、苦情の受付状況等で確認

します。 
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32 Ⅲ-１-(２)-③ 福祉施設・事業所の変更や家庭への移行等にあたり福祉サービスの

継続性に配慮した対応を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 福祉サービスの内容の変更にあたり、従前の内容から著しい変更や不利益が生

じないように配慮されている。 

□② 他の福祉施設・事業所や地域・家庭への移行にあたり、福祉サービスの継続性

に配慮した手順と引継ぎ文書を定めている。 

□③ 福祉サービスの利用が終了した後も、組織として利用者や家族等が相談できる

ように担当者や窓口を設置している。 

□④ 福祉サービスの利用が終了した時に、利用者や家族等に対し、その後の相談方

法や担当者について説明を行い、その内容を記載した文書を渡している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉サービスの内容や福祉施設・事業所の変更、地域・家庭への移行

等にあたり福祉サービスの継続性に配慮しているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者の状態の変化や家庭環境の変化等で、福祉サービスの内容や福祉施設・事業所

の変更、地域・家庭への移行等を行う場合、利用者への福祉サービスの継続性を損な

わないような配慮のもとに、引継ぎや申送りの手順、文書の内容等を定めておくこと

が必要です。 

○地域・家庭への移行にあたっては、利用者や家族の意向を踏まえ、他の福祉施設・事

業所や行政をはじめとする関係機関との連携が十分に図られる必要があります。 

○他の福祉施設・事業所への情報提供が必要な場合には、利用者・家族等の同意のもと

に適切に行うことが不可欠です。 

○福祉サービス終了後も利用者や家族等が相談を希望した場合のために、担当者や窓口

を設置し、利用者や家族等に伝えておくことも福祉サービスの継続性を確保するため

の対応策です。その場合には、口頭だけでなく、書面等で伝える必要があります。 

（３）評価の留意点 

○福祉施設・事業所の変更、地域・家庭への移行等に係る生活の継続に欠かせない福祉

サービスの提供等への配慮を具体的に評価します。 

○必要に応じて、行政や関係機関、他の福祉施設・事業所等と地域・家庭での生活の支

援体制についての協議やネットワーク・体制の構築に関する取組も評価します。 

○評価方法は、訪問調査において関連する文書や、実際の対応記録等の確認を行い評価
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します。  
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Ⅲ-１-(３) 利用者満足の向上に努めている。 

 

33 Ⅲ-１-(３)-① 利用者満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取組を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者満足に関する調査が定期的に行われている。 

□② 利用者への個別の相談面接や聴取、利用者懇談会が、利用者満足を把握する目

的で定期的に行われている。 

□③ 職員等が、利用者満足を把握する目的で、利用者会や家族会等に出席している。 

□④ 利用者満足に関する調査の担当者等の設置や、把握した結果を分析・検討する

ために、利用者参画のもとで検討会議の設置等が行われている。 

□⑤ 分析・検討の結果にもとづいて具体的な改善を行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、利用者満足を把握する仕組みを整備し、利用者満足の結果を踏まえて、

その向上に向けた取組を行っているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者本位の福祉サービスは、福祉施設・事業所が一方的に判断できるものではなく、

利用者がどれだけ満足しているかという双方向性の観点が重要です。福祉サービスに

おいては、専門的な相談・支援を適切に実施する一方、利用者満足を組織的に調査・

把握し、これを福祉サービスの質の向上に結びつける取組が必要です。 

○利用者満足に関する調査の結果については、具体的なサービス改善に結びつけること、

そのために組織として仕組みを整備することが求められます。 

○実施する福祉サービスの質を高めるためには、組織として定められた仕組みにしたが

って、継続した取組を進める必要があります。よって、随時出される個々の意見、要

望等に対応するという方法のみでは、有効な改善対応と言うことはできません。 

○組織的に行った調査結果を分析・検討する担当者や担当部署の設置、定期的な検討会

議開催等の仕組みが求められます。 

○このような仕組みが機能することで、職員の利用者満足に対する意識を向上させ、組

織全体が共通の問題意識のもとに改善への取組を行うことができるようになります。 

（３）評価の留意点 

○福祉施設・事業所の事業種別や福祉サービスの内容の違いによって、利用者満足の具

体的な内容は異なるので、組織として利用者満足の向上に向けた仕組みを整備してい

るか、また利用者満足に関する調査等の結果を活用し、組織的に福祉サービスの改善
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に向けた取組が行われているかを評価します。 

○具体的には、利用者満足に関する調査、利用者への個別の聴取、利用者懇談会におけ

る聴取等があります。利用者満足に関する調査等を定期的に行うことは、改善課題の

発見や、改善課題への対応策の評価・見直しの検討材料となります。 

○利用者満足の把握は、書面による調査や相談面接だけではなく、支援場面における利

用者の満足の把握、日常的な会話等を通して利用者本人の意向をくみ取る等の取組を

含めて評価します。 

○評価方法は、調査結果に関する分析や検討内容の記録、改善策の実施に関する記録等

の書面や、訪問調査での具体的な取組の聴取等によって確認します。 

○着眼点「職員等が、利用者満足を把握する目的で、利用者会や家族会等に出席してい

る。」は、福祉施設・事業所の状況等により、適用しないことができます。 
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Ⅲ-１-(４) 利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。 

 

34 Ⅲ-１-(４)-① 苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 苦情解決の体制（苦情解決責任者の設置、苦情受付担当者の設置、第三者委員

の設置）が整備されている。 

□② 苦情解決の仕組みをわかりやすく説明した掲示物が掲示され、資料を利用者等

に配布し説明している。 

□③ 苦情記入カードの配布やアンケート（匿名）を実施するなど、利用者や家族が

苦情を申し出しやすい工夫を行っている。 

□④ 苦情内容については、受付と解決を図った記録を適切に保管している。 

□⑤ 苦情内容に関する検討内容や対応策については、利用者や家族等に必ずフィー

ドバックしている。 

□⑥ 苦情内容及び解決結果等は、苦情を申し出た利用者や家族等に配慮したうえで、

公表している。 

□⑦ 苦情相談内容にもとづき、福祉サービスの質の向上に関わる取組が行われてい

る。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、苦情解決の仕組みが確立され利用者等に周知する取組が行われている

とともに、苦情解決の仕組みが機能していることを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○社会福祉法第 82 条では、社会福祉事業の経営者は、利用者等からの苦情の適切な解

決に努めることが求められています。また、福祉施設・事業所の各最低基準・指定基

準においては、利用者等からの苦情への対応が規定されています。 

○苦情解決の体制については、①苦情解決責任者の設置（管理者、理事長等）、②苦情

受付担当者の設置、③第三者委員の設置が求められています。第三者委員は、苦情解

決についての密室性の排除と社会性・客観性の確保、利用者の立場に立った苦情解決

の援助のために設置されるもので、人数は複数が望ましいとされています。 

○法令で求められる苦情解決の仕組みが組織の中で確立されていることを前提として、

この仕組みが機能しているかどうか、また組織が苦情解決について、提供する福祉サ

ービス内容に関する妥当性の評価や改善課題を探るための有効な手段と位置づけて

いるか、つまり福祉サービスの質の向上のための仕組みとなっているかが重要です。 
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○福祉施設・事業所においては、法令で求められる苦情解決の仕組みを構築することは

もとより、苦情解決や苦情内容への対応を通じて福祉サービスの質の向上を図る必要

があります。 

（３）評価の留意点 

○苦情解決の仕組みについては、利用者等への周知と理解の促進、苦情を申出やすい配

慮や工夫、苦情受付に係る正確な記録と苦情解決責任者への報告、解決へ向けての話

し合いの内容や解決策等について経過と結果の記録、苦情を申出た利用者等への経過

や結果の説明、申出た利用者等に不利にならない配慮をしたうえでの公表、などの状

況を総合的に勘案し、仕組みが機能しているかどうかを評価します。 

○また、福祉施設・事業所として、苦情解決の取組を、利用者保護の視点と同時に、福

祉サービスの質の向上に向けた取組の一環として積極的に捉えているかどうかを、体

制の整備や解決手順・結果公表等の具体的な取組によって評価します。 
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35 Ⅲ-１-(４)-② 利用者が相談や意見を述べやすい環境を整備し、利用者等に周知し

ている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者が相談したり意見を述べたりする際に、複数の方法や相手を自由に選べ

ることをわかりやすく説明した文書を作成している。 

□② 利用者や家族等に、その文章の配布やわかりやすい場所に掲示する等の取組を

行っている。 

□③ 相談をしやすい、意見を述べやすいスペースの確保等の環境に配慮している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者が相談したい時や意見を述べたい時に方法や相手を選択でき

る環境が組織として整備されているか、また、その内容を利用者に伝えるための取組

が行われているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者が必要に応じて相談ができ、また、意見が述べられる環境づくりは、利用者本

位の福祉サービスにおいて不可欠であることは言うまでもありません。福祉施設・事

業所として、相談しやすく、意見が述べやすい体制や方法をどのように構築している

か、また具体的にどのように取組が進められているかが重要です。 

○相談や意見について、方法や相手を選択できる環境とは、相談においては、日常的に

接する職員以外に、相談窓口を設置するなど、専門的な相談、あるいは福祉施設・事

業所において直接相談しにくい内容の相談等、相談内容によって複数の相談方法や相

談相手が用意されているような取組を指します。 

○意見については、利用者、家族等との話し合いの機会をもつなどの日常的な取組、意

見箱の設置、アンケートの実施、第三者委員による聞き取り等の複数の方法や相手が

用意されていることを指します。 

（３）評価の留意点 

○利用者の相談、意見に関する取組については、利用者や家族等に十分に周知されてい

る必要があります。また、利用開始時に説明を行うだけでなく、日常的に相談窓口を

明確にしたうえで、その内容をわかりやすい場所に掲示する、日常的な言葉かけを積

極的に行う等の取組も評価の対象となります。 

○評価方法は、訪問調査において福祉施設・事業所としての取組を聴取し、書面の確認

及び福祉施設・事業所内の見学等で確認します。  
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36 Ⅲ-１-(４)-③ 利用者からの相談や意見に対して、組織的かつ迅速に対応している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 相談や意見を受けた際の記録の方法や報告の手順、対応策の検討等について定

めたマニュアル等を整備している。 

□② 対応マニュアル等の定期的な見直しを行っている。 

□③ 職員は、日々の福祉サービスの提供において、利用者が相談しやすく意見を述

べやすいように配慮し、適切な相談対応と意見の傾聴に努めている。 

□④ 意見箱の設置、アンケートの実施等、利用者の意見を積極的に把握する取組を

行っている。 

□⑤ 職員は、把握した相談や意見について、検討に時間がかかる場合に状況を速や

かに説明することを含め迅速な対応を行っている。 

□⑥ 意見等にもとづき、福祉サービスの質の向上に関わる取組が行われている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、苦情に限定するものでなく、利用者からの意見や要望、提案への組織

的かつ迅速な対応について評価します。 

（２）趣旨・解説 

○苦情に関わらず、福祉サービスの内容や生活環境の改善等に関する利用者からの意見

や要望、提案等に積極的に対応することが必要です。福祉施設・事業所においては、

利用者からの苦情のみならず、意見や提案から改善課題を明らかにし、福祉サービス

の質を向上させていく姿勢が求められます。 

○苦情について迅速な対応を行うことはもとより、利用者の意見や要望、提案等につい

ても可能な限り迅速に対応する体制を整えることが、福祉サービスの質と利用者から

の信頼を高めるために有効です。 

○苦情解決同様に、利用者からの意見や要望、提案等への対応についても仕組みを確立

することが重要であり、対応マニュアル等の策定が必要です。 

○意見等に対する福祉施設・事業所の方針を伝え、理解いただく取組も含まれます。 

○対応マニュアル等においては、利用者の意見や要望、提案等にもとづく福祉サービス

の質の向上に関する姿勢をはじめ、苦情解決の仕組み同様に、意見や要望、提案等を

受けた後の手順、具体的な検討・対応方法、記録方法、利用者への経過と結果の説明、

公表の方法等がその内容別に具体的に記載されていることが必要です。また、仕組み

を効果的なものとする観点からマニュアル等については、適宜見直しを行うことが必

要となります。 



＜高齢者版（通所）＞ 

69 
 

（３）評価の留意点 

○意見や要望、提案等への対応マニュアルの整備のほか具体的に福祉サービスの改善に

つなげている取組も含めて評価します。 

○苦情解決の仕組と一体的に構築、運用している福祉施設・事業所の場合には、苦情解

決のみならず、本評価基準でいう利用者の意見や要望、提案等への対応が実際に行わ

れているか確認します。 

○評価方法は、訪問調査において福祉施設・事業所としての取組を聴取し、書面等で確

認します。 
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Ⅲ-１-(５) 安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。 

 

37 Ⅲ-１-(５)-① 安心・安全な福祉サービスの提供を目的とするリスクマネジメント

体制が構築されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① リスクマネジメントに関する責任者の明確化（リスクマネジャーの選任・配置）、

リスクマネジメントに関する委員会を設置するなどの体制を整備している。 

□② 事故発生時の対応と安全確保について責任、手順（マニュアル）等を明確にし、

職員に周知している。 

□③ 利用者の安心と安全を脅かす事例の収集が積極的に行われている。 

□④ 収集した事例をもとに、職員の参画のもとで発生要因を分析し、改善策・再発

防止策を検討・実施する等の取組が行われている。 

□⑤ 職員に対して、安全確保・事故防止に関する研修を行っている。 

□⑥ 事故防止策等の安全確保策の実施状況や実効性について、定期的に評価・見直

しを行っている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、利用者の安心と安全を確保し福祉サービスの質の向上を図る観点から

リスクマネジメント体制を構築するとともに、ヒヤリハット報告や事故報告等の事例

の収集を積極的に実施し、その収集した事例について要因分析の実施と対応策が適切

に講じられているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉施設・事業所におけるリスクマネジメントの目的は、福祉サービスの質の向上に

あります。具体的な取組としては、責任者の設置又は明確化、リスクマネジメントに

関する会議等（体制づくり全般をはじめ、事故要因の分析、改善策・再発防止策等を

検討する場）の設置、事故発生時の対応における責任と手順等の明確化、ヒヤリハッ

ト・事故報告の収集、これら報告にもとづく要因分析と改善策・再発防止等の実施が

基本的な事項となります。 

○また、これらをリスクマネジメント規程等として定めておくこと、研修の実施や個々

の取組について定期的な見直しと改善を図ることは、体制の構築と福祉施設・事業所

の実態にそくした効果的な取組のために有効です。 

○ヒヤリハット・事故報告や事例等の収集は、福祉サービスの質の向上の観点から、職

員間の情報共有をはじめ、要因分析の実施や改善策・再発防止策を講じるために行う
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ものです。また、取組を通じて、職員の「危険への気づき」を促す効果も生まれます。

よって、職員個人の反省を促したり、責任を追及したりするためのものではないとい

うことに留意が必要です。 

○福祉サービスの提供に関わる設備・機器類の日頃からの安全確認や定期的なメンテナ

ンスも、日常的に利用者の安心・安全に配慮した福祉サービスの前提として重要です。

また、外部からの侵入者への対応等についても、福祉施設・事業所の特性に応じて検

討・対応します。 

○リスクマネジメントの体制整備の面では管理者のリーダーシップが欠かせません。ま

た、具体的な対策を講じる際には福祉サービスを提供する現場における知恵と工夫を

活用した取組が最も重要です。 

（３）評価の留意点 

○事故発生時の適切な対応と利用者の安全確保がなされていることを前提とし、リスク

マネジメントに関する責任者の設置又は明確化、リスクマネジメントに関する会議等

の設置・開催状況のみならず、ヒヤリハット報告・事故報告が収集され、要因分析と

改善策・再発防止策の検討・実施がなされているか評価します。 

○ヒヤリハット報告・事故報告の分類や一覧表の作成等に留まらず、組織的・継続的な

要因分析と改善策・再発防止策の検討・実施に結びついていることが必要です。 

○評価方法は、訪問調査において具体的な取組を書面と聴取によって確認します。 

○感染症に関するリスク（対策）については、次項「Ⅲ-１-（５）-②」で評価します。 
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38 Ⅲ-１-(５)-② 感染症の予防や発生時における利用者の安全確保のための体制を

整備し、取組を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 感染症対策について、責任と役割を明確にした管理体制が整備されている。 

□② 感染症の予防と発生時等の対応マニュアル等を作成し、職員に周知徹底してい

る。 

□③ 担当者等を中心にして、定期的に感染症の予防や安全確保に関する勉強会等を

開催している。 

□④ 感染症の予防策が適切に講じられている。 

□⑤ 感染症の発生した場合には対応が適切に行われている。 

□⑥ 感染症の予防と発生時等の対応マニュアル等を定期的に見直している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、感染症の予防策が適切に講じられているとともに、発生時等の緊急時

の利用者の安全確保について組織として体制を整備し、取組を行っていることを評価

します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者の生命と健康にとって感染症の予防と感染症発生時の適切な対応は非常に重

要な取組といえます。 

○感染症の予防・対応についても、福祉サービスの質の向上を目的とするリスクマネジ

メントと同様に、マニュアル等を整備したうえで、福祉施設・事業所内の体制を確立

し実行していくことが必要です。具体的には、①責任を明確にした安全確保のための

体制の確立（緊急時の対応体制を含む）、②担当者・担当部署の設置、③定期的な検

討の場の設置、④感染症予防策等の定期的な評価・見直しの実施等が挙げられます。 

○感染症については、季節、福祉サービスの提供場面に応じた適切な対応が必要であり、

感染症の予防と発生時等の対応マニュアル等を作成したうえで、職員が十分に理解し、

日頃から取組を進めることが必要です。 

○職員が感染の媒体になる可能性があることや事業継続の点から、職員や職員の家族が

感染症にかかった場合の対応を含めて、職員の健康管理に関して十分な配慮が必要で

す。 

○感染症の対応では、予防及び発症時に感染を広げないための対策について、利用者や

家族へ周知することも重要となります。また、感染症が発症した時の利用者や家族へ

の周知については、利用者のプライバシーに配慮することが必要です。 
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○対応マニュアル等については、保健医療の専門職の適切な助言・指導のもとに作成さ

れていることも重要です。 

（３）評価の留意点 

○評価方法は、訪問調査において具体的な取組を書面と聴取によって確認します。 
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39 Ⅲ-１-(５)-③ 災害時における利用者の安全確保のための取組を組織的に行って

いる。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 災害時の対応体制が決められている。 

□② 立地条件等から災害の影響を把握し、建物・設備類、福祉サービス提供を継続

するために必要な対策を講じている。 

□③ 利用者及び職員の安否確認の方法が決められ、すべての職員に周知されている。 

□④ 食料や備品類等の備蓄リストを作成し、管理者を決めて備蓄を整備している。 

□⑤ 防災計画等整備し、地元の行政をはじめ、消防署、警察、自治会、福祉関係団

体等と連携するなど、体制をもって訓練を実施している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、地震、津波、豪雨、大雪等の災害に対して、利用者の安全確保のため

の取組を積極的に行っているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者の安全を確保するためには、福祉サービス上のリスクや感染症対策のみならず、

災害時における安全確保のための対策を講じる必要があります。 

○そのため福祉施設・事業所においては、災害時の対応体制（災害時の職員体制、災害

時の避難先、避難方法、ルートの確認等）をあらかじめ定めておくことが求められま

す。 

○訪問・通所による福祉サービスを提供する福祉施設・事業所では、災害発生時の安否

確認について、他の福祉施設・事業所や自治体等と連携して行う方法を決定・確認し

ておく必要があります。また、通所福祉施設・事業所については、利用者や家族と話

し合う、家族への引継ぎの方策などを決めておくことなどが求められます。 

○福祉施設・事業所においては、災害時においても、利用者の安全を確保するとともに

福祉サービスを継続することが求められます。「事業（福祉サービス）の継続」の観

点から、災害等に備えた事前準備・事前対策を講じることが重要です。 

（３）評価の留意点 

○消防計画の策定など法律で定められた事項や監査事項の対策にとどまらず、実効性の

高い取組を積極的に行っているかどうかを確認します。たとえば、ハード面では立地

条件から災害の影響を把握する、耐震診断を受けて必要な耐震措置を実施する、設備

等の落下防止措置を講じる、消火設備を充実させる、食料や備品などの備蓄を整備す

るなどが挙げられます。 
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○ソフト面では、災害発生時の体制を整備する、利用者及び職員の安否確認の方法の確

立し全職員に周知する、災害発生時の初動時の対応や出勤基準などを示した行動基準

を策定し、全職員に周知を図る、定期的に訓練を行い、対策の問題点の把握や見直し

を行うなどが挙げられます。  
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Ⅲ-２ 福祉サービスの質の確保 

 

Ⅲ-２-(１) 提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。 

 

40 Ⅲ-２-(１)-① 提供する福祉サービスについて標準的な実施方法が文書化され福

祉サービスが提供されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 標準的な実施方法が適切に文書化されている。 

□② 標準的な実施方法には、利用者の尊重、プライバシーの保護や権利擁護に関わ

る姿勢が明示されている。 

□③ 標準的な実施方法について、研修や個別の指導等によって職員に周知徹底する

ための方策を講じている。 

□④ 標準的な実施方法にもとづいて実施されているかどうかを確認する仕組みがあ

る。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉施設・事業所における福祉サービスの標準的な実施方法が文書化

され、それにもとづいて福祉サービスが適切に実施されていることを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○福祉施設・事業所における福祉サービスの提供・実践は、利用者の特性や必要とする

支援等に応じて柔軟に行われるべきものであり、いわば標準化できる内容と個別的に

提供・実践すべき内容の組合せです。 

○標準化とは、画一化とは異なり、福祉サービスを提供する職員誰もが必ず行わなくて

はならない基本となる部分を共通化することであり、個別的な福祉サービスの提供と

相補的な関係にあるものといえます。すべての利用者に対する画一的な福祉サービス

実施を目的としたマニュアル化を求めるものではありません。 

○標準化とは、各福祉施設・事業所における利用者の特性等を踏まえた標準的な実施方

法等を定め、職員の違い等による福祉サービスの水準や内容の差異を極力なくし一定

の水準、内容を常に実現することを目指すものです。標準的な実施方法を定め、一定

の水準、内容を保ったうえで、それぞれの利用者の個別性に着目した対応を行うこと

が必要です。 

○標準的な実施方法は、文書化され、職員が十分に理解していることが不可欠です。標

準的な実施方法には、基本的な相談・援助技術に関するものだけでなく、福祉サービ
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ス実施時の留意点や利用者のプライバシーへの配慮、設備等の福祉施設・事業所の環

境に応じた業務手順等も含まれ、実施する福祉サービス全般にわたって定められてい

ることが求められます。 

○また、標準的な実施方法に基づいて実施されていることを組織として確認するための

仕組みを整備し、標準的な実施方法にそぐわない福祉サービスが提供されている場合

の対応方法についても定めておくことが必要です。 

（３）評価の留意点 

○標準的な実施方法については、文書化されていること、また、これにもとづいた福祉

サービスの提供状況について確認します。具体的には、標準的な実施方法（文書）の

活用状況と職員の理解を図るための取組や工夫、個別的な福祉サービス実施計画との

関係性、標準的な実施方法にそった福祉サービスの提供がなされているか確認する仕

組みの有無等により、総合的に評価します。 

○標準的な実施方法を記載した文書は、職員がいつでも閲覧でき、日常的に活用してい

る状態にあるか確認します。 

○評価方法は、訪問調査において書面を確認するとともに、関係職員への聴取等によっ

て確認します。 
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41 Ⅲ-２-(１)-② 標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確立している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 福祉サービスの標準的な実施方法の検証・見直しに関する時期やその方法が組

織で定められている。 

□② 福祉サービスの標準的な実施方法の検証・見直しが定期的に実施されている。 

□③ 検証・見直しにあたり、個別的な福祉サービス実施計画の内容が必要に応じて

反映されている。 

□④ 検証・見直しにあたり、職員や利用者等からの意見や提案が反映されるような

仕組みになっている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、標準的な実施方法について、定期的に現状を検証し、必要な見直しを

組織的に行うための仕組みが定められているか、その仕組みのもとに見直しが実施さ

れているかどうかを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○標準的な実施方法については、利用者が必要とする福祉サービス内容の変化や新たな

知識・技術等の導入を踏まえ、定期的に現状を検証し、必要な見直しを行うことが必

要です。また、検証や見直しについては、福祉施設・事業所として方法や仕組みを定

め、これのもとに継続的に実施されることが、福祉サービスの質の向上にとって必要

です。 

○標準的な実施方法の見直しは、職員や利用者等からの意見や提案にもとづき、また、

個別的な福祉サービス実施計画の状況を踏まえ行われなければなりません。 

○標準的な実施方法を定期的に見直すことは、福祉サービスの質に関する職員の共通意

識を育てるとともに、PDCA のサイクルによって、質に関する検討が組織として継

続的に行われているという意味をあわせ持っています。 

（３）評価の留意点 

○評価方法は、訪問調査において、標準的な実施方法（文書）の改訂記録や検討会議の

記録等、書面をもって確認します。 
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Ⅲ-２-(２) 適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。 

 

42 Ⅲ-２-(２)-① アセスメントにもとづく個別的な福祉サービス実施計画を適切に

策定している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 福祉サービス実施計画策定の責任者を設置している。 

□② アセスメント手法が確立され、適切なアセスメントが実施されている。 

□③ 部門を横断したさまざまな職種の関係職員（種別によっては組織以外の関係者

も）が参加して、アセスメント等に関する協議を実施している。 

□④ 福祉サービス実施計画には、利用者一人ひとりの具体的なニーズが明示されて

いる。 

□⑤ 福祉サービス実施計画を策定するための部門を横断したさまざまな職種による

関係職員（種別によっては組織以外の関係者も）の合議、利用者の意向把握と同

意を含んだ手順を定めて実施している。 

□⑥ 福祉サービス実施計画どおりに福祉サービスが行われていることを確認する仕

組みが構築され、機能している。 

□⑦ 支援困難ケースへの対応について検討し、積極的かつ適切な福祉サービスの提

供が行われている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉サービス実施計画の策定に関する体制が確立し、アセスメントに

もとづく適切な個別的な福祉サービス実施計画が策定されているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者の特性や状態、必要な支援等の内容に応じた福祉サービスの提供において、利

用者ニーズ等の適切なアセスメントにもとづく「福祉サービス実施計画」、つまり個

別的な福祉サービス実施計画（利用者一人ひとりについてニーズと具体的なサービス

内容等が記載された個別計画）が必要です。 

○高齢者の支援においては、施設サービス計画、訪問介護計画、通所介護計画、処遇計

画、特定施設サービス計画などがこれにあたります。 

○福祉サービス実施計画の策定にあたっては、福祉施設・事業所での体制が確立してい

ることが不可欠です。具体的には、福祉サービス実施計画策定の責任者を設置・明確

化するとともに、アセスメントから計画の作成、実施、評価・見直しに至るプロセス

を定める必要があります。 
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○福祉サービス実施計画策定の責任者については、必ずしもサービス実施計画を直接作

成する者を意味していません。各部門の担当者の意見を、集約・調整する場を設定し、

その場に参画して福祉サービス実施計画の内容の決定までを統括する、また家族への

連絡や説明等を行う、等が責任者に求められる役割です。 

○アセスメントは、利用者の身体状況や生活状況等を把握するとともに、利用者にどの

ようなサービス実施上のニーズがあるかを明らかにすることを目的とします。利用者

の状況を正確に把握し、ニーズを明らかにすることは、福祉サービス実施計画を作成

する基本となる重要なプロセスです。身体状況や生活状況あるいはニーズを組織が定

めた手順と様式によって把握する必要があります。 

○福祉サービス開始直後には、事前に把握していた身体状況や生活状況等が実際と異な

っている場合もあるため、そのような状況も視野に入れたアセスメントが行われる必

要があります。 

○アセスメントについては、①サービス開始前後におけるアセスメントに関する手順が

組織として定められていること、②手順は正確なアセスメントを行うために計画的な

ものになっていること、③その手順のもとに実施されていること、④アセスメントに

よって、利用者全員について、個別に具体的なニーズが明示されていることが求めら

れます。 

○福祉サービス実施計画は、医療やリハビリ、メンタル面での支援等も含めた総合的な

視点で作成されなければならないこと、実施状況の評価・見直しにあたっても、ＱＯ

Ｌを含め、総合的な視点から利用者のより良い状態を検討する必要があります。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりの福祉サービス実施計画の策定が、法令上求められる福祉施設・事

業所については、アセスメントから計画策定、実施、評価・見直しといった一連のプ

ロセスが適切に行われていることを基本とします。また、利用者の希望やニーズを適

切に反映した内容となっているか、計画にもとづく福祉サービスの提供がなされてい

るか、福祉サービスの質の向上に結びつく活用がなされているかといった観点から評

価します。 

○特に標準的な実施方法（Ⅲ-２-（１）-①）では対応できない一人ひとりの状況に応

じた個別の介助方法・手順を福祉サービス実施計画に記載する必要があります。この

内容は福祉サービス実施計画とは別に作成していることもありますので、これとあわ

せて福祉サービス実施計画を確認する必要があります。 

○福祉サービス実施計画策定における責任者の役割について、役割分担して実施してい

る場合があります。役割分担は、組織の状況に応じて異なりますので、組織として福

祉サービス実施計画の策定方法が定まっていること、それぞれの担当者がその定めら

れた方法における役割を果たしていること、そして責任者は、これらの内容を掌握し

必要に応じて助言・指導を行っていることをもって役割を果たしていると評価します。 

○アセスメント結果を福祉サービス実施計画に適切に反映されているかどうかについ

ては、アセスメント結果を福祉サービス実施計画に反映させる際に関係職員で協議を
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実施しているか、アセスメント結果から課題解決のための目標と、目標達成に向けた

具体的な対応策を福祉サービス実施計画に反映しているか等を記録等から判断しま

す。 

○利用者の意向の反映については、サービス実施計画に利用者の意向が明示されている

ことによって、意向を踏まえた計画が策定されていると評価します。 

○評価方法は、訪問調査において、福祉サービス実施計画の策定・実施のプロセス、責

任及び役割分担体制の実態がどのようになっているかを具体的に聴取したうえで、利

用者数名分の福祉サービス実施計画及びアセスメント票等を抽出して、書面の確認と

担当者への聴取を行います。 

○また、福祉サービス実施計画が日常的な福祉サービスの提供場面でどのように実施さ

れているか、記録と職員からの聴取により確認します。 

○福祉サービス実施計画の策定が法令上求めされる福祉施設・事業所については、法令

違反となりますので、早急な改善・策定が求められることはいうまでもありません。 
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43 Ⅲ-２-(２)-② 定期的に福祉サービス実施計画の評価・見直しを行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 福祉サービス実施計画の見直しについて、見直しを行う時期、検討会議の参加

職員、利用者の意向把握と同意を得るための手順等、組織的な仕組みを定めて実

施している。 

□② 見直しによって変更した福祉サービス実施計画の内容を、関係職員に周知する

手順を定めて実施している。 

□③ 福祉サービス実施計画を緊急に変更する場合の仕組みを整備している。 

□④ 福祉サービス実施計画の評価・見直しにあたっては、標準的な実施方法に反映

すべき事項、福祉サービスを十分に提供できていない内容（ニーズ）等、福祉サ

ービスの質の向上に関わる課題等が明確にされている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、福祉サービス実施計画について、実施状況の評価と実施計画の見直し

に関する手順を組織として定めて実施しているか評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者一人ひとりに対する福祉サービスの質の向上を継続的に図るためには、策定し

た福祉サービス実施計画について、ＰＤＣＡのサイクルを継続して実施することによ

って、恒常的な取組にしていかなければなりません。 

○福祉サービス実施計画の評価・見直しに関する組織として決定された手順が定められ、

実施されている必要があります。評価・見直しを行う時期の設定や記録の方法、実施

計画変更の手順と関係職員への周知の方法等が明示されていることが望まれます。 

○また、福祉サービス実施状況が責任者に確実に伝わる仕組みが必要です。実施記録で

の福祉サービス実施状況の確認や、担当者からの報告ルート等が、システムとして成

立しており、責任者が総合的な視点で情報を管理している状態を求めています。 

○福祉サービス実施計画の策定及び定期的な見直しが法令上求められる福祉施設・事業

所はもとより、それ以外の福祉施設・事業所についても、適切な期間・方法で計画の

見直しが実施されているか、計画の評価・見直しにあたっては、標準的な実施方法に

反映すべき事項、福祉サービスを十分に提供できていない内容（ニーズ）など、福祉

サービスの質の向上に関わる課題等が明確にされて、福祉サービスの質の向上に結び

つく積極的な取組がなされているかを評価します。 

（３）評価の留意点 

○福祉サービス実施計画の見直しでは、目標そのものの妥当性や、具体的な支援や解決
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方法の有効性等について検証するとともに、変更に関する利用者の意向の確認と同意

を得られているかが留意点です。 

○定期的な評価結果に基づいて、必要があればサービス実施計画の内容を変更している

かどうかを、記録等と実施計画等の書面によって評価します。 

○福祉サービス実施計画の定期的な評価・見直しが、法令上求めされる福祉施設・事業

所については、取り組みがなされていない場合には、法令違反となりますので、早急

な改善・策定が求められることはいうまでもありません。 
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Ⅲ-２-(３) 福祉サービス実施の記録が適切に行われている。 

 

44 Ⅲ-２-(３)-① 利用者に関する福祉サービス実施状況の記録が適切に行われ、職員

間で共有化さている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者の身体状況や生活状況等を、組織が定めた統一した様式によって把握し

記録している。 

□② サービス実施計画にもとづくサービスが実施されていることを記録により確認

することができる。 

□③ 記録する職員で記録内容や書き方に差異が生じないように、記録要領の作成や

職員への指導等の工夫をしている。 

□④ 組織における情報の流れが明確にされ、情報の分別や必要な情報が的確に届く

ような仕組みが整備されている。 

□⑤ 情報共有を目的とした会議の定期的な開催等、部門横断での取組がなされてい

る。 

□⑥ パソコンのネットワークシステムの利用や記録ファイルの回覧等を実施して、

事業所内で情報を共有する仕組みが整備されている。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準は、利用者一人ひとりの福祉サービス実施計画の実施状況が適切に記録さ

れるとともに、職員間で共有化されていることを評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者一人ひとりに対する福祉サービスの実施状況は、組織の規定にしたがって統一

した方法で記録される必要があります。記録は、職員の情報の共有化を図るとともに、

福祉サービス実施計画の評価・見直しを行う際の基本情報となります。 

○適切に記録されているとは、福祉サービス実施計画にそってどのようなサービスが実

施されたのか、その結果として利用者の状態はどのように推移したか、について具体

的に記録されていることを指します。 

○また、記録のほか、利用者の状況等に関する情報の流れや共通化について、組織とし

ての取組を評価します。 

○利用者の状況等に関する情報とは、利用者の状況、福祉サービスの実施にあたり留意

すべき事項、実施に伴う状況の変化、アセスメントやサービス実施計画の実施状況等、

利用者に関わる日々の情報すべてを指します。 
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○共有化については、知っておくべき情報が職員に正確に伝わる仕組みが確立している

ことが必要です。その際、伝えてはならない情報、担当者で留めてよい情報と責任者

等へ伝えるべき情報、他部門への伝達が必要な情報、速やかに伝えるべき内容と後日

整理して伝えるべき内容等が的確に分別され、決められた方法によって伝達されてい

くことが求められます。 

○情報の流れと共有化について組織的に管理することは、利用者の状態の変化や福祉サ

ービス内容の不具合に対して、速やかな対応を行うために欠かせないものです。 

（３）評価の留意点 

○引継ぎや申送り、回覧等は当然に行われていることとして捉え、組織の特性に応じた

共有化へのより積極的な取組を評価します。 

○評価方法は、訪問調査において、利用者数名の福祉サービス実施計画と、それに対す

る記録等の書面を確認します。また、利用者の状態等に関する情報に関する具体的な

取組を聴取し、書面でも確認します。 
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45 Ⅲ-２-(３)-② 利用者に関する記録の管理体制が確立している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 個人情報保護規程等により、利用者の記録の保管、保存、廃棄、情報の提供に

関する規定を定めている。 

□② 個人情報の不適正な利用や漏えいに対する対策と対応方法が規定されている。 

□③ 記録管理の責任者が設置されている。 

□④ 記録の管理について個人情報保護の観点から、職員に対し教育や研修が行われ

ている。 

□⑤ 職員は、個人情報保護規程等を理解し、遵守している。 

□⑥ 個人情報の取扱いについて、利用者や家族に説明している。 

ｂ）a)の取組の一部を実施している。 

ｃ）a)の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点  

（１）目的  

○本評価基準は、個人情報保護規程等の利用者の記録の管理について規定が定められる

とともに、適切に管理が行われていることを評価します。  

（２）趣旨・解説  

○利用者に関する記録の管理については、個人情報保護と情報開示の２つの観点から管

理体制が整備される必要があります。  

○福祉施設・事業所が保有する利用者や家族の情報は、個人的な情報であり、その流出

は利用者や家族に大きな影響を与えることから、情報が外部に流出しない管理体制が

必要となります。記録の保管場所や保管方法、扱いに関する規程、責任者の設置、保

存と廃棄に関する規程等が必要です。  

○個人情報保護については「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」ととも

に、福祉・介護分野における個人情報保護に関するガイドライン等の理解と、取組が

求められます。  

○厚生労働省は、「福祉関係事業者における個人情報の適正な取扱いのためのガイドラ

イン（平成 16 年 11 月 30 日通達）」、「福祉分野における個人情報保護に関するガ

イドライン（平成 25 年 3 月 29 日通達）」、「医療・介護関係事業者における個人情

報の適切な取扱いのためのガイドライン（平成 16 年 12 月 24 日通知、平成 18 年

4 月 21 日改正、平成 22 年 9 月 17 日改正）を示しています。  

○一方、情報開示については、利用者や家族等から情報開示を求められた際のルール・

規程が必要です。情報開示の基本姿勢、情報開示の範囲、利用者への配慮等が求めら

れます。  

○ここでいう「記録の管理」とは、書面による管理に加え電子データによる管理も含み
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ます。電子データについては、取扱いや情報漏えい対策が十分になされることが必要

です。  

（３）評価の留意点  

○評価方法は、訪問調査において規程等の確認、実際の記録の保管状況、開示請求への

対応、保存と廃棄の確認等を行います。 
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Ａ-１ 生活支援の基本と権利擁護 

 

Ａ-１-（１）生活支援の基本 

 

Ａ①Ａ-１-（１）-① 利用者一人ひとりに応じた一日の過ごし方ができるよう工夫し

ている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者の心身の状況と暮らしの意向等を把握・理解し、利用者一人ひとりに応

じた生活となるよう支援している。 

□② 日々の支援において利用者の自立に配慮して援助を行うとともに、自立や活動

参加への動機づけを行っている。 

□③ 利用者の希望等を把握し、日中活動に反映するとともに、複数の活動メニュー

と社会参加に配慮したプログラムが実施されている。 

□④ 利用者一人ひとりの生活と心身の状況に配慮し、日中活動に参加できるよう工

夫している。 

□⑤ 利用者が日常生活の中で、役割が持てるように工夫している。 

□⑥ 利用者一人ひとりに応じた生活となっているかを検討し、改善する取組が組織

的に継続して行われている。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者一人ひとりに応じた過ごし方ができるよう、どのような支援

を行っているのかを評価します。  

（２）趣旨・解説 

○利用者がその人らしく生き生きと生活できるよう、利用者の意向や生活習慣を尊重す

るとともに、心身の状況に合わせ自立した生活となるよう支援し、一人ひとりに応じ

た過ごし方ができるようにすることが重要です。 

○利用者の心身の状況、ＡＤＬ、睡眠・食事・排せつ、これまでの環境（物的・人的）、

生活習慣等を把握するとともに、利用者の暮らしへの意向を確認、理解したうえで、

一人ひとりの生活を支援することが必要です。 

○身体的自立のみではなく、利用者の意向や気持ちを受けとめ、生活のなかで利用者自

らが選択して自己決定することを支援することが重要です。 

○サービス提供にあたっては、利用者の生活のリズム、活性化、寝たきり防止の観点等

から、サービス全体を貫く支援の考え方、方法等について確立をはかります。 
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○日中の活動を充実させるため、利用者の心身の状況を考慮し、利用者一人ひとりに合

った活動に参加できるように工夫します。また、利用者の自立や活動参加への動機づ

けを行います。 

○日々の活動については、利用者の趣味・興味、希望を把握し、活動（レクリエーショ

ン、趣味活動、行事、外出等）に反映するとともに複数のメニューを用意するように

努めることが必要です。 

○また、ひとつの活動（プログラム）であっても、一人ひとりに配慮した参加の仕方を

工夫することも必要です。 

○活動の多様化をはかるため、家族、ボランティアや地域住民の活動への参加、他の社

会資源の協力を得ます。また、買い物、外出、地域の行事への参加など社会参加に係

るプログラムを導入・実施することも必要です。 

○生活のリズムを整え、快適に過ごせるよう、着替え・整容等を適時に行うこと、利用

者の体力や身体状況にあった離床時間となるように支援することなどが必要です。ま

た、食事、排せつ、入浴については、できる限り、食堂、トイレ、風呂に移動して行

えるよう支援することが必要です。 

○利用者一人ひとりが福祉施設・事業所での生活を楽しめるよう、利用者の自己肯定感

につながる活動や役割（福祉施設・事業所内での仕事等）、利用者間の交流、文化活

動、趣味活動、嗜好品等についての具体的な取組が必要です。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりに応じた過ごし方がどのように実施されているか、その実施方法、

実施状況や取組を確認します。 

○福祉施設・事業所の一日の流れ（日課等）のなかで、利用者の意向や思い、生活習慣

等にあわせた取組や工夫をどのように行っているかを確認します。 

○利用者一人ひとりの生活の楽しみに配慮した取組や工夫を確認します。 

○寝たきりや意思疎通が困難な場合など、個別に配慮が必要な利用者への支援や取組を

確認します。 
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Ａ②A-1-（１）-② 利用者一人ひとりに応じたコミュニケーションを行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者の思いや希望を十分に把握できるよう、日々の支援場面などさまざまな

機会、方法によりコミュニケーションを行っている。 

□② 利用者の思いや希望を把握し、その内容を支援に活かしている。 

□③ 利用者の尊厳に配慮した接し方や言葉づかいが徹底されている。 

□④ コミュニケーションの方法や支援について、検討・見直しが定期的に行われて

いる。 

□⑤ 話すことや意思表示が困難であるなど配慮が必要な利用者には、個別の方法で

コミュニケーションを行っている。 

□⑥ 利用者が話したいことを話せる機会をつくっている。 

□⑦ 会話の不足している利用者には特に気を配り、日常生活の各場面でも話をして

もらえるようにしている。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者一人ひとりに応じたコミュニケーションを行うための取組や

工夫について評価します。  

（２）趣旨・解説 

○利用者の思い、困っていること、不安や要望等を支援に活かし、利用者が安心・安定

した生活が送れるよう支援します。利用者の尊厳を尊重し、一人ひとりに応じたコミ

ュニケーションを工夫し実践することが重要です。 

○利用者の思いや希望を十分に把握し、その内容を支援に活かすため、日々の支援場面

などさまざまな機会、方法によりコミュニケーションをはかることが必要です。 

○日常生活で支援を行う際に、コミュニケーションの重要性を認識し、利用者に話しか

け、コミュニケーションをはかるとともに、会話でのコミュニケーションだけではな

く、利用者の表情、身振り、姿勢、動作など多くの情報から利用者の気持ちをくみと

ることも重要です。 

○また、利用者とのコミュニケーションにあたっては、利用者の尊厳に配慮し、節度あ

る話し方や丁寧な言葉づかいとなるように留意します。特に、自尊心を傷つけるよう

な言葉づかい、指示的な言葉は厳禁です。 

○利用者への接遇や言葉づかいに関する振り返りや継続的な検討・研修の機会を設け、

適切な利用者との関わりとなるよう組織的に取組むことが重要です。 

○職員との会話が不足していると思われる利用者、話すことや意思表示が困難である利
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用者には、個別に配慮することが必要です。このような利用者には特に気をくばり、

利用者一人ひとりの思いをくみ取ることができるよう日常生活のさまざまな場面で

のコミュニケーションに努めることが重要です。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりに応じたコミュニケーションの状況や取組を確認します。 

○寝たきりや意思疎通が困難な場合など、コミュニケーションへの配慮が必要な利用者

への支援や取組を確認します。 
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Ａ-１-（２）権利擁護 

 

Ａ③Ａ-１-（２）-① 利用者の権利侵害の防止等に関する取組が徹底されている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 権利侵害の防止等のために具体的な内容・事例を収集・提示して利用者に周知

している。 

□② 権利侵害の防止と早期発見するための具体的な取組を行っている。 

□③ 原則禁止される身体拘束を緊急やむを得ない場合に一時的に実施する際の具体

的な手続と実施方法等を明確に定め、職員に徹底している。 

□④ 所管行政への虐待の届出・報告についての手順等を明確にしている。 

□⑤ 権利侵害の防止等について職員が具体的に検討する機会を定期的に設けてい

る。 

□⑥ 権利侵害が発生した場合に再発防止策等を検討し理解・実践する仕組みが明確

化されている。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者の権利擁護のため、虐待等の権利侵害の防止、発生時の対応

等の徹底について評価します。 

（２）趣旨・解説 

○利用者の権利擁護においては、高齢者の尊厳保持、自立や社会参加を実現する支援・

取組とともに、虐待等の権利侵害の防止や権利侵害が発生した場合の迅速かつ適切な

対応が重要であり、これらの取組が職員全員に徹底されている必要があります。 

○マニュアルや掲示物等での周知だけではなく、職員が権利侵害の防止等について具体

的に検討する機会等を通じて、権利擁護に関する意識と理解を高め、権利侵害を発生

させない組織づくりと対応方法の周知・徹底をすすめることが重要です。 

○身体拘束は、原則、虐待に該当する行為であり、禁止されています。この前提のもと、

介護保険法にもとづく指定基準（関係法令）等において、例外的に生命または身体を

保護するため緊急やむを得ない場合に一時的に身体拘束を行う際の手順、解除等が厳

格に定められており、早期の解除に努めなければなりません。利用者の生命または身

体を保護するための取組については、身体拘束を行わず、福祉施設・事業所の専門性

をもとに、さまざまな方法や対応（代替手段）を検討し取組むことが重要です。 

○なお、緊急やむを得ず身体拘束を一時的に行う場合には、本人や家族に説明し同意を

得たうえで、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な
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い理由その他必要な事項を記録しなければならないとされています。これらについて

は関係法令に示された事項や要件等を十分に確認して取組をすすめることが必要で

す。 

○虐待防止等の取組は、虐待等の権利侵害を防止することのみならず、発生時の迅速か

つ適切な対応について、体制、手続や方法等を具体化し、すべての職員が理解してお

くことが重要です。 

○福祉施設・事業所は、利用者の心身の状況や家庭での生活・介護の状況等を把握でき

る機会があるだけでなく、介護者などの家族の状況を把握することが可能です。虐待

等の権利侵害を発見した場合の対応を定めるとともに、予防的な支援、早期発見のた

めの取組を行うことが重要です。 

（３）評価の留意点 

○利用者の虐待等の権利侵害の防止等に関する具体的な取組や記録等を確認します。 

ただちに権利侵害とはいえないが、利用者に対する職員の気になる言動等に対して、組

織や職員同士でどのような注意喚起等の取組が行われているか具体的に聞き取り、確

認します。 

○利用者の生命または身体を保護するため、緊急やむを得ず一時的に身体拘束を実施し

ている場合には、その手順と本人や家族の同意書や身体拘束の解除などの記録等を確

認します。また、身体拘束の早期解除と身体拘束を行わないための支援や身体拘束に

代わる方法が、常に検討・実施されているかを確認します。 

○利用者の尊重と権利擁護は、福祉施設・事業所の使命・役割の基本であり、虐待等の

権利侵害を防止することは法令で必須とされる事項です。 

○権利侵害等がないようさまざまな取組が重要です。過去 3 年程度における権利侵害

等の状況を確認し、その後の改善状況も踏まえて評価します。 

○利用者の虐待防止等の権利擁護についての規定・マニュアルの整備、研修の実施等に

ついては、「Ⅲ-１-（１）-②」で評価します。なお、虐待等の権利侵害の再発防止

策の検討・実施については、本評価基準での評価を含め、29Ⅲ-１-（１）-②：着眼

点「不適切な事案が発生した場合の対応方法等が明示されている。」においてもプラ

イバシー保護に関する取組とあわせて評価します。 

○養護者による虐待等権利侵害の疑いがある利用者への対応や予防的な支援を含め評

価します。 

 

 

  



＜高齢者版（通所）＞ 

94 
 

Ａ-２ 環境の整備 

 

A-２-（１）利用者の快適性への配慮 

 

Ａ④A-２-（１）-① 福祉施設・事業所の環境について、利用者の快適性に配慮して

いる。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 福祉施設の環境は清潔で、適温と明るい雰囲気が保たれている。 

□② 利用者にとって快適で、くつろいで過ごせる環境づくりの工夫を行っている。 

□③ 環境について、利用者の意向等を把握する取組と改善の工夫を行っている。 

□④ 休息に適した環境づくりを行っている。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者が安心・快適に、安定して過ごせるよう、環境を整備する取

組について評価します。  

（２）趣旨・解説 

○利用者にとって安心して快適に、安定して過ごせるような環境整備や工夫をすること

が必要です。 

○福祉施設・事業所の環境は清潔であり、適温と明るい雰囲気に保たれていることが必

要です。 

○室温、換気、部屋の明るさ、音や声の大きさなどに配慮し、心身の健康が保てるよう

環境を整えます。 

○利用者にとって快適で、くつろいで過ごせる環境づくりのため、利用者同士や家族な

どに配慮した談話スペース等を配置するなどの工夫が必要です。 

○利用者が生活の場で、思い思いに過ごせるよう環境整備のための検討と取組を行いま

す。 

○椅子・テーブル・ベッド等の家具、床・壁等は、落ち着けるような雰囲気づくりに配

慮します。 

○居室、トイレ、風呂などの施設・設備は、利用者にわかりやすいものとなるよう、表

示をするなどの工夫を行います。 

○認知機能が低下した利用者が生活しやすいように、わかりやすい案内表示を設けた

り、ドアや床の色分けをするなど、福祉施設・事業所に応じた配慮が必要です。 

○福祉施設・事業所の環境に関する利用者や家族の意向等を把握する取組と改善の工夫
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を行うことが重要です。環境を定期的に点検し、問題点については改善し、利用者の

快適性や安全を維持する取組を継続的に実施します。 

○休息のための環境として、ベッド、ソファ、畳の部屋など利用者にあった環境づくり

を行います。 

○建物自体は、簡単には変更できないことから、一定の条件下での工夫を評価すること

になります。 

（３）評価の留意点 

○どのような環境づくりを目指して整備をはかっているかを捉えたうえで、具体的な取

組や工夫を確認します。 

○建物・設備、備品等の整備状況といった観点とともに、快適性や安心・安全について、

利用者のニーズや心身の状況に応じた配慮や工夫を確認します。 

○限られた環境で、より多くの利用者が休息できるよう、工夫や配慮を確認します。 

○居室、浴室、トイレ等が、利用者のプライバシーに配慮した設備・環境となっている

かについては、「Ⅲ-１（１）-②」で評価します。 
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Ａ-３ 生活支援 

 

A-３-（１）利用者の状況に応じた支援 

 

Ａ⑤A-３-（１）-① 入浴支援を利用者の心身の状況に合わせて行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者の心身の状況や意向を踏まえ、入浴形態や方法を検討・確認し、入浴支

援（入浴介助、清拭、見守り、声かけ等）を行っている。 

□② 安全・快適に入浴するための取組を行っている。 

□③ 入浴の誘導や介助を行う際は、利用者の尊厳や感情（羞恥心）に配慮している。 

□④ 入浴を拒否する利用者については、利用者の状況に合わせ対応を工夫している。 

□⑤ 入浴方法等について利用者の心身の状況に合わせ、検討と見直しを行っている。 

□⑥ 入浴の可否の判断基準を明確にし、入浴前に健康チェックを行い、必要に応じ

て清拭等に代えるなどの対応をしている。 

□⑦ 心身の状況や感染症、意向等を踏まえて入浴順の配慮を行っている。 

□⑧ 利用者が自力で入浴できる場合でも、安全のための見守りを行っている。 

□⑨ 利用者の心身の状況や意向に合わせた入浴形態・方法を実施するための浴槽、

福祉用具等が用意されている。 

□⑩ 家庭での入浴について利用者・家族に助言・情報提供し、必要に応じて、介護

支援専門員等に報告・連絡している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者の心身の状況や意向を踏まえた、安全で快適な入浴のための

取組・工夫について評価します。  

（２）趣旨・解説 

○利用者の心身の状況や意向を踏まえ、できるだけ自立性の高い入浴形態・方法により、

安全で快適な入浴支援（入浴介助、清拭、見守り、声かけ等）を行います。心身とも

にリラックスでき、利用者にとって、入浴が施設の生活のなかでの楽しみの一つにな

るような取組や工夫を行うことが大切です。 

○利用者が自分でできることは自分で行えるよう、できるだけ自立性の高い入浴形態・

方法を採用します。 

○入浴介助を安全に実施するための取組について、利用者の心身の状況や入浴設備、機

器等の状況を総合的に勘案した取組や工夫を検討・実施します。 
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○安全に入浴するため、入浴前の浴室内（湯温、備品等）の安全確認や脱衣室等の温度

管理を適切に行います。 

○入浴の誘導や介助を行う際には、利用者の尊厳や感情（羞恥心）に配慮し、環境・介

助方法等を工夫します。 

○利用者が入浴を拒否する場合は、その理由を把握し、気持ちよく入浴できるよう誘導

や介助方法などの工夫を個別に検討・実施することが重要です。 

○利用者の心身の状況、意向に合わせて、洗い方や入浴時間の長さ、湯温などに気を配

り、快適な入浴、清拭等を実施します。 

○入浴は、転倒転落、体調変化など多くの危険をはらんでいるため、利用者の心身の状

況を把握し、慎重に介助を行うことが必要です。このため、入浴の可否の判断基準を

明確にするとともに、入浴前に健康チェックを行い、必要に応じて清拭等の代替方法

により支援します。 

○入浴の前後に健康状態を確認し、必要に応じて看護師等の関係職員に連絡・相談しま

す。また、入浴後は、水分摂取やスキンケアを行います。 

○入浴順については、心身の状況や感染症、利用者の意向等を踏まえて配慮します。 

○利用者が自力で入浴できる場合であっても、利用者の自立に配慮しつつ、安全のため

の見守りを行います。 

○心身の状況や意向に合わせた形態・方法により入浴するため、機械浴、リフト浴、一

般浴、個浴等いくつかの種類の浴槽を整備したり、シャワーチェア、その他の福祉用

具を用意します。 

○家庭での入浴を適切かつ安全なものとするため、利用者・家族に助言・情報提供しま

す。また、これらの内容を必要に応じて、介護支援専門員等に報告・連絡します。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりの心身の状況などに合わせ、入浴支援がどのように行われている

か、実施方法や取組を評価します。 

○利用者一人ひとりの身体状況に応じた福祉用具・設備等の工夫や配慮を確認します。 

○入浴を拒否する利用者の対応についても、拒否する理由の把握、支援の方法、状況や

取組を確認します。 
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Ａ⑥A-３-（１）-② 排せつの支援を利用者の心身の状況に合わせて行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者の心身の状況や意向を踏まえ、排せつのための支援、配慮や工夫がなさ

れている。 

□② 自然な排せつを促すための取組や配慮を行っている。 

□③ トイレは、安全で快適に使用できるよう配慮している。 

□④ 排せつの介助を行う際には、利用者の尊厳や感情（羞恥心）に配慮している。 

□⑤ 排せつの介助を行う際には、介助を安全に実施するための取組を行っている。 

□⑥ 排せつの自立のための働きかけをしている。 

□⑦ 必要に応じ、尿や便を観察し、健康状態の確認を行っている。 

□⑧ 支援方法等について利用者の心身の状況に合わせて検討と見直しを行ってい

る。 

□⑨ 尿意・便意の訴えやおむつ交換の要望に対して、できる限り早く対応できるよ

うにしている。 

□⑩ 家庭での排せつについて利用者・家族に助言・情報提供し、必要に応じて、介

護支援専門員等に報告・連絡している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、自然な排せつを促すための取組、利用者の心身の状況や意向を踏ま

えた排せつ支援、衛生面・安全面の配慮について評価します。  

（２）趣旨・解説 

○排せつの支援は、利用者一人ひとりの心身の状況や意向を踏まえ、自然な排せつを促

す支援を行うとともに、利用者の尊厳の保持に配慮することが必要です。また、でき

るだけ自立した排せつができるよう支援を行います。 

○トイレ（ポータブルトイレを含む）は、衛生面や臭気、冬場の保温等に配慮し、安全

で快適に使用できる環境を整えます。 

○おむつやおむつカバー、便器等は利用者に最適なものを選び、使用するなど適切な環

境を整えます。 

○トイレでの転倒や転落等を防ぐために座位の保持や見守り等を適切に行うなど、利用

者の心身の状況やトイレ内の状況を総合的に勘案した、排せつ介助を安全に実施する

ための取組や工夫を検討・実施します。 

○利用者が気兼ねしないように配慮し、手際よく必要に応じて声かけを行いながら介助

します。 
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○安易におむつに頼らず、トイレ（ポータブルトイレを含む）で排せつが行えるよう支

援します。 

○介護支援専門員や家族と連携し、安易におむつに頼らず、トイレ（ポータブルトイレ

を含む）で排せつが行えるよう支援します。 

○利用者の生活リズムと心身の状況に配慮した自然な排せつを促します。そのため、適

度な運動、食事改善・水分摂取、必要に応じて排せつリズムの把握等に配慮します。 

○尿や便の観察により健康状態を確認し、必要に応じて看護師等の関係職員に連絡し対

応を相談します。 

○おむつ交換を行う際には、皮膚の観察、清拭等を行い、清潔の保持と褥瘡予防に努め

ます。 

（３）評価の留意点 

○利用者の一人ひとりの状況に応じた、排せつ支援の方法、状況や取組を確認します。 
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Ａ⑦A-３-（１）-③ 移動支援を利用者の心身の状況に合わせて行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者の心身の状況、意向を踏まえ、できるだけ自力で移動できるよう支援を

行っている。 

□② 移動の自立に向けた働きかけをしている。 

□③ 利用者の心身の状況に適した福祉機器や福祉用具が利用されている。 

□④ 安全に移動の介助を実施するための取組を行っている。 

□⑤ 介助方法等について利用者の心身の状況に合わせて検討と見直しを行ってい

る。 

□⑥ 利用者が移動しやすい環境を整えている。 

□⑦ 移動に介助が必要な利用者が移動を希望した際に、できる限り早く対応できる

ようにしている。 

□⑧ 送迎サービスは、利用者の希望、心身の負担や乗降時・移動中の安全に配慮し

実施されている。 

□⑨ 家庭での移動について、動線の安全の工夫や福祉用具等の利用を含めた助言・

情報提供を行い、必要に応じて、介護支援専門員等に報告・連絡している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者の心身の状況や意向を踏まえた移動・移乗の支援、安全面の

配慮について評価します。  

（２）趣旨・解説 

○利用者の心身の状況や意向を踏まえ、できるだけ自力で移動できるよう、移動の自立

に向けた働きかけをしながら支援を行います。 

○移乗、車いすの操作等の介助をする際は、安全かつ適切な方法により実施することが

重要です。 

○高齢者にとって、骨折は寝たきりやＡＤＬの低下につながる危険性が高いため、安全

に移動しやすいよう環境を整備します。また、安全な移動・移乗介助を実施するため

の取組を行うことが重要です。 

○利用者の自立と安全の確保に配慮し、利用者の心身の状況に適した福祉機器や福祉用

具を準備します。 

○福祉用具（杖、歩行器、車いす等）は利用者の心身の状況や環境に合わせたものであ

るか、点検を行い、安全かつ快適に使用できるようにします。 

○移動している利用者のみならず、周囲の他の利用者の安全にも配慮することが重要で
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す。 

○利用者が、施設内を移動したいときに、制約なく移動できるよう環境整備や工夫をす

ることが必要です。 

○移動介助については、介助が必要な利用者が移動を希望した際に、できる限り早く対

応できるよう、手順や体制を確認しておくことが必要です。 

○送迎サービスは、利用者の心身の状況や意向に配慮し、利用者の負担にならないよう

工夫するとともに、安全の確保を行います。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりの心身の状況に合わせ、移動の支援の方法、状況や取組を確認しま

す。 
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A-３-（２）食生活 

 

Ａ⑧A-3-（２）-① 食事をおいしく食べられるよう工夫している。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 食事をおいしく、楽しく食べられるよう献立や提供方法を工夫している。 

□② 食事の環境と雰囲気づくりに配慮している。 

□③ 衛生管理の体制を確立し、マニュアルにもとづき衛生管理が適切に行われてい

る。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者が食事時間を楽しみ、食事をおいしく食べられるようにする

ための取組・工夫を評価します。  

（２）趣旨・解説 

○食事は生命の維持、身体の健康に重要な役割を果たすとともに、一日の生活に楽しみ

とリズムをもたらします。 

○献立については、食事を楽しくかつおいしく食べられるよう、利用者の希望や好みを

聴きとり反映させる取組や、食材に旬のものを使用することなどにより、変化をもた

せるように工夫します。また、適温で食事を提供するとともに、料理にあった食器の

使用や盛りつけなどの工夫も必要です。 

○食事を楽しく、おいしく食べるための環境と雰囲気づくりに配慮することが必要で

す。例えば、座る席や一緒に食事をする人について利用者の意向を聴きとり、テーブ

ルや席の配置を工夫するなどの取組を行います。会話をしながら食事をすることによ

り、なごやかに楽しい雰囲気をつくることができます。 

○衛生管理とその体制確立は、組織的、継続的に取組むことが必要です。衛生管理を目

的としたマニュアル等を整備し、組織内の体制を確立します。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりの心身の状況に応じて食事をおいしく食べるための実施方法、実施

状況や取組を確認します。 

○利用者一人ひとりの心身の状況に応じた食事の環境や雰囲気づくりについての取組

を確認します。 

○嗜好調査等の結果や利用者の希望について、メニュー等への反映の仕方と反映状況を

確認します。 

○食事の提供を行っていない場合は、「非該当」とすることができます。  
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Ａ⑨A-3-（２）-② 食事の提供、支援を利用者の心身の状況に合わせて行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者の心身の状況、嚥下能力や栄養面に配慮した食事づくりと提供方法を工

夫している。 

□② 利用者の食事のペースと心身の負担に配慮している。 

□③ 利用者の心身の状況を適切に把握し、自分でできることは自分で行えるよう支

援している。 

□④ 経口での食事摂取を継続するための取組を行っている。 

□⑤ 誤嚥、窒息など食事中の事故発生の対応方法を確立し、日頃から確認、徹底し

ている。 

□⑥ 食事提供、支援・介助方法等について利用者の心身の状況に合わせ、検討と見

直しを行っている。 

□⑦ 食事、水分の摂取量を把握し、食事への配慮、水分補給を行っている。 

□⑧ 家庭での食事や水分摂取について、利用者・家族に助言・情報提供を行い、必

要に応じて、介護支援専門員等に報告・連絡している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者の心身の状況や意向を踏まえた食事の提供、支援について評

価します。  

（２）趣旨・解説 

○食事提供と食事の支援は、利用者の心身の状況と必要となる支援を十分に把握・検討

したうえで実施することが必要です。 

○食事の提供にあたっては、利用者の嚥下能力に合わせて、飲み込みやすい食事となる

よう形状や調理方法を工夫します。食事形態は安易に変更せず、できるだけ普通食が

食べられるように支援することが必要です。 

○食べる楽しみを持ち続けられるよう、利用者自身が行える範囲を把握し、できるだけ

自分で食べられるように支援します。 

○自分のペースで食べることと同時に、心身の負担にも配慮します。気がねせずに食事

ができるような声かけや、嚥下しやすいようにできるだけ座位をとるなど、利用者の

食事中の心身の負担に常に配慮することが必要です。 

○利用者の食事、水分の摂取量を把握し、食事への配慮、水分補給などの支援を行いま

す。 

○栄養士や看護師等の関係職員と連携しながら、利用者の心身の状態を把握し、それに
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合わせた食事の提供、支援を行います。 

○突発的な発熱、歯痛等の場合は、利用者の栄養状態や健康状態に合わせた食事を提供

します。 

○食事中の事故発生について、対応方法を確立し、緊急時に職員が対応できるよう取組

を行います。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりの心身の状況等に応じた食事提供、支援の実施方法、実施状況や取

組を確認します。 

○利用者の体調変化に応じた食事の急な変更の手順・方法等とその取組について確認し

ます。 

○食事の提供を行っていない場合は、「非該当」とすることができます。 
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Ａ⑩A-3-（２）-③ 利用者の状況に応じた口腔ケアを行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者が口腔機能の保持・改善に主体的に取組むための支援を行っている。 

□② 職員に対して、口腔ケアに関する研修を実施している。 

□③ 歯科医師、歯科衛生士の助言・指導を受けて、口腔状態及び咀嚼嚥下機能の定

期的なチェックを行っている。 

□④ 利用者の口腔清掃の自立の程度を把握し、一人ひとりに応じた口腔ケアの計画

を作成し、実施と評価・見直しを行っている。 

□⑤ 口腔機能を保持・改善するための取組を行っている。 

□⑥ 食後に、利用者の状況に応じた口腔ケア及び口腔内のチェックを行っている。 

□⑦ 家庭での口腔ケアについて、利用者・家族に助言・情報提供を行い、必要に応

じて、介護支援専門員等に報告・連絡している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者の口腔状態を保持・改善するための口腔ケアの取組について

評価します。  

（２）趣旨・解説 

○利用者自身が口腔の健康に関心を持ち、主体的に口腔機能の保持・改善に努めるよう

支援をすることが必要です。 

○利用者の心身の状況や口腔機能の状態に応じて必要な口腔ケアを行います。ここでい

う口腔ケアとは、介護報酬の加算にかかわらず、利用者の状態に合わせて実施されて

いるかどうかをさします。 

○口腔ケアは、歯科疾患の予防にとどまらず、肺炎など種々の疾病や認知機能の低下を

予防することにもつながります。また、摂食嚥下機能の向上は、栄養状態の改善を促

し、口腔機能の向上は要介護状態の進行や生活機能の低下を抑制します。 

○口臭をとり除くことで不快感をなくし、対人関係の円滑化など心理的・社会的な健康

を保つ役割があります。 

○口腔ケアの意義や具体的な実施方法などに関する職員への研修を十分に行うことが

必要です。 

○歯科医師、歯科衛生士の助言・指導を受けて、口腔状態及び咀嚼嚥下機能の定期的な

チェックを行います。 

○口腔ケアの実施にあたっては、利用者の口腔清掃の自立度を把握するとともに、一人

ひとりに応じた口腔ケア計画を作成し、実施、評価・見直しを行うことが重要です。 
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○口腔機能を保持・改善するための取組として、口腔体操等を実施します。 

○食後に、利用者の状況に応じた口腔ケア及び口腔内のチェックを行います。また、利

用者の自立に配慮しながら、必要に応じて、義歯の着脱、清潔、保管について援助し

ます。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりの心身の状況に応じて口腔ケア等の適切な計画・支援方法が選択さ

れ、取組まれているかを確認します。 

○介護職員等と他の専門職がどのように連携・協働し支援しているか、記録等を確認し

ます。 

○食事の提供を行っていない場合は、「非該当」とすることができます。 
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Ａ-３-（３）褥瘡発生予防・ケア 

 

Ａ⑪A-３-（３）-① 褥瘡の発生予防・ケアを行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 褥瘡対策のための指針を整備し、褥瘡の予防についての標準的な実施方法を確

立し取組んでいる。 

□② 標準的な実施方法について職員に周知徹底するための方策を講じている。 

□③ 褥瘡予防対策の関係職員が連携して取組んでいる。 

□④ 褥瘡発生後の治癒に向けたケアが行われている。 

□⑤ 褥瘡ケアの最新の情報を収集し、日常のケアに取り入れている。 

□⑥ 家庭での褥瘡予防について、利用者・家族に助言・情報提供を行い、必要に応

じて、介護支援専門員等に報告・連絡している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、褥瘡の発生予防・ケアについて、標準的な実施方法の確立とそれに

基づく取組を評価します。  

（２）趣旨・解説 

○褥瘡は、一度できてしまうとなかなか治癒せず、利用者にとっては苦痛を伴います。

また、感染症を引き起こす原因となることもあり、発生予防の取組が重要です。 

○褥瘡を予防するには、体位変換や福祉用具の使用、皮膚の清潔、栄養管理など総合的

な対応が必要で、関係職種が連携して総合的に取組みます。また、日常生活自立度が

低い利用者に対し、褥瘡発生の起因となる身体状況の把握を継続的に行います。 

○褥瘡対策のための指針を整備するとともに、皮膚の状態確認、清潔の確保の方法など、

褥瘡の予防についての標準的な実施方法を確立し、職員が理解し取組んでいることが

重要です。 

○標準的な実施方法について職員に周知徹底するため、褥瘡対策に関する研修や個別の

指導等の方策を講じます。 

○褥瘡対策のための体制づくりも重要であり、褥瘡対策チームなど医師、看護職員、介

護職員、栄養士、機能訓練等の関係職種が検討する場を設けることも有効な取組です。

褥瘡を発見した場合は連携して取組みます。 

○万一、褥瘡が発生した場合は、早期発見と治療が重要です。入浴介助やおむつ交換な

ど、皮膚の観察をする頻度が高い介護職員や家族は、褥瘡の前兆を見逃さず、褥瘡予

防と悪化防止に努めることが必要です。 
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○治癒のためには圧迫・ずれの除去、皮膚の保護、栄養等の環境を整えることが重要で

す。また、他の部位の新たな褥瘡発生の予防や再発の予防にも注意が必要です。 

○医師等への専門職による相談、指導を積極的に活用することなどにより、最新の情報

を収集し、ケアに活かすことが必要です。 

○家族に褥瘡予防に関する知識や情報を伝えるなど、理解や協力を得ながら行うことが

必要です。 

○介護者の関わりが褥瘡ケアの経過に大きく影響するため、自宅での介護状況を確認

し、必要に応じて福祉用具の活用や他のサービス利用など介護支援専門員や関係機関

と調整をはかる必要があります。 

（３）評価の留意点 

○褥瘡の発生・予防の実施方法、実施状況や取組を具体的に確認します。 

○介護職員等と他の専門職がどのように連携・協力して対応しているか、記録等を確認

します。 

○利用者の心身の状況により、褥瘡発生予防・ケアを行っていない場合は、「非該当」

とすることができます。 
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Ａ-３-（４）介護職員等による喀痰吸引・経管栄養 

 

Ａ⑫Ａ-３-（４）-① 介護職員等による喀痰吸引・経管栄養を実施するための体制を

確立し、取組を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 介護職員等による喀痰吸引・経管栄養の実施についての考え方（方針）と管理

者の責任が明確であり、実施手順や個別の計画が策定されている。 

□② 喀痰吸引・経管栄養は、医師の指示にもとづく適切かつ安全な方法により行っ

ている。 

□③ 医師や看護師の指導・助言のもと安全管理体制が構築されている。 

□④ 介護職員等の喀痰吸引・経管栄養に関する職員研修や職員の個別指導等を定期

的に行っている。 

□⑤ 介護職員等の喀痰吸引・経管栄養の研修の機会を確保し、実施体制の充実・強

化をはかっている。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、喀痰吸引や経管栄養を必要とする利用者が、生活の場において、安

心・安全に暮らすため介護職員等による喀痰吸引・経管栄養の体制や実施状況等につ

いて評価します。 

（２）趣旨・解説 

○喀痰吸引や経管栄養を必要とする利用者が、生活の場において、安心・安全に暮らし

続けるためには、利用者の状況に応じて、適切にケアが提供されることが求められま

す。 

○介護職員等による喀痰吸引・経管栄養等については、福祉施設・事業所の考え方（方

針）と責任者の責任を明確にし、業務の手順等を記載した書類等の整備とともに、実

施手順や個別の計画を策定して実施します。 

○喀痰吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）と経管栄養（胃ろう、腸ろう、経

鼻経管栄養）については、法令の定める一定の要件を満たす場合に、所定の研修を修

了した介護福祉士及び介護職員等（介護職員等であって、喀痰吸引等の業務の登録認

定を受けた従事者）が実施することができるとされています。 

○医師の指示と定められた手順、方法などにより実施すること、実施状況の報告書の作

成・提出が必要です。 

○医師、看護職員等の医療関係者との連携を確保し、医師の文書による指示のもと適切
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に実施します。また、実施内容に関する書面を医師・看護師等とともに作成し、利用

者またはその家族に丁寧に説明を行い、同意のもとに実施します。 

○利用者の生命・身体への影響の大きさを十分に認識したうえで、医師や看護師の指

導・助言のもと、安全管理体制を構築します。安全委員会等を設置することなどの安

全確保のための体制を整備するとともに、必要な備品の衛生的な管理等が必要となり

ます。 

○職員研修や職員の個別指導等を定期的に実施します。あわせて、職員の不安等を把握

し、実施体制の見直しなどを継続的に行うことも必要です。 

○利用者のニーズや喀痰吸引・経管栄養の実施状況を把握し、実施体制の見直しや介護

職員等の喀痰吸引の研修の受講をすすめるなど、充実・強化をはかることも重要です。 

（３）評価の留意点 

○介護職員等が実施する喀痰吸引・経管栄養が、安全管理体制と医師の指示のもとに適

切な手順、方法等により実施されているか、実施体制と実施方法、記録を確認します。 

○必要な備品の取扱いや衛生管理に関する手順、また手順にもとづく実施状況等をあわ

せて確認します。 

○安全管理体制におけるリスクマネジメントに関する取組については「Ⅲ-１-（５）-

①」で評価します。 

○介護職員等による喀痰吸引・経管栄養を実施していない場合には、「非該当」とする

ことができます。 
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A-３-（５）機能訓練、介護予防 

 

Ａ⑬A-３-（５）-① 利用者の心身の状況に合わせ機能訓練や介護予防活動を行って

いる。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者が生活の維持や介護予防に主体的に取組むための支援を行っている。 

□② 利用者の状況に応じて、機能訓練や介護予防活動について、専門職の助言・指

導を受けている。 

□③ 日々の生活動作の中で、意図的な機能訓練や介護予防活動を行っている。 

□④ 一人ひとりに応じた機能訓練や介護予防活動を計画的に行い、評価・見直しを

している。 

□⑤ 認知症の症状の早期発見に努め、介護支援専門員を通して医療機関等につない

でいる。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１） 目的 

○本評価基準では、利用者の心身の状況に応じた機能訓練・介護予防活動の実施につい

て評価します。  

（２）趣旨・解説 

○要介護度の改善や機能の向上をはかるだけではなく、利用者本人が現在もっている機

能を維持するための働きかけが重要であり、利用者の心身の状況に応じた機能訓練や

介護予防活動の取組が必要です。 

○機能訓練、介護予防活動は、医師の指示に基づくリハビリテーションや機能訓練室に

おける訓練だけではなく、日々の生活動作の中で行うことも重要です。 

○レクリエーション、趣味活動、行事等において、利用者が主体的に訓練を行えるよう

な工夫をします。 

○機能訓練の実施にあたっては、利用者の状況に応じて、理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士等の専門職の助言・指導を得ながら、機能訓練を検討・実施します。 

○機能訓練が必要な利用者に対しては、一人ひとりに応じたプログラムを作成し、実施

します。 

○機能訓練を必要としない利用者に対しても、介護予防活動や身体を動かすプログラム

を提供します。 

○判断能力の低下や認知症の症状の早期発見に努め、医師・医療機関等と連携すること

が重要です。 
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（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりの心身の状況に応じた機能訓練・介護予防のための実施方法、実施

状況や取組を確認します。 

○個別機能訓練計画等を策定していない利用者については、機能訓練・介護予防の観点

から日課・プログラムや日常生活のなかでどのような取組を実施しているかを確認し

ます。 

○在宅生活の継続につながる機能訓練の実施について、実施計画と実施状況を確認しま

す。 
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A-３-（６）認知症ケア 

 

Ａ⑭A-３-（６）-① 認知症の状態に配慮したケアを行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者一人ひとりの日常生活能力や機能、生活歴について適切にアセスメント

を行っている。 

□② あらゆる場面で、職員等は利用者に配慮して、支持的、受容的な関わり・態度

を重視した援助を行っている。 

□③ 行動・心理症状（ＢＰＳＤ）がある利用者には、一定期間の観察と記録を行い、

症状の改善に向けたケアや生活上の配慮を行っている。 

□④ 職員に対して、認知症の医療・ケア等について最新の知識・情報を得られるよ

う研修を実施している。 

□⑤ 認知症の利用者が安心して落ち着ける環境づくりの工夫を行っている。 

□⑥ 利用者一人ひとりの症状に合わせ、個人あるいはグループで継続的に活動でき

るよう工夫している。 

□⑦ 医師及び看護師等の関係職員との連携のもと、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）に

ついて分析を行い、支援内容を検討している。 

□⑧ サービス利用時の様子を家族に伝えるなどして、よりよいケアの方法を家族と

共有するようにしている。 

□⑨ 家族の悩みや相談を受けとめ、よりよいケアの方法を家族と共有するようにし

ている。 

□⑩ 認知症の理解やケアに関して、利用者・家族に助言したり、家族会などの社会

資源について情報提供を行っている。また、助言した内容については、必要に応

じて、介護支援専門員等に報告・連絡している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、認知症にある利用者の心身の状況や意向を踏まえ、尊厳を尊重し、

その人らしく生活ができるような日常生活や活動の支援・配慮について評価します。  

（２）趣旨・解説 

○認知症に関する正確な知識をもとに、利用者一人ひとりの生活と必要とされる支援を

把握したうえで、利用者の尊厳を基本とした認知症ケアを実施することが必要です。 

○日常生活において利用者が自ら行えることを評価し、その力が十分発揮できるように

支援します。自らの力を発揮することで自尊心が高められるよう配慮します。 
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○一日のメリハリづけや季節感が感じられるような工夫や情緒に訴えるような働きか

けを通じて、精神活動の活性化等に配慮し、日中の生活ができるだけ活動的となるよ

う支援します。 

○利用者への関わり方を振り返り、認知症の行動・心理症状（ＢＰＳＤ）の原因、行動

パターンや危険性等について、十分理解して支援にあたる必要があります。 

○認知症による行動・心理症状（ＢＰＳＤ）を早急に抑制しようとするのではなく、環

境を整備したり、受容的な態度で行動を受けとめます。職員等は、生活のあらゆる場

面で利用者に配慮して、支持的・受容的な関わりや態度を重視した援助を行います。 

○職員が、認知症の医療・ケア等について最新の知識・情報を得られるような研修を行

うことも必要です。 

○利用者が安心して落ち着いて過ごせるよう、一人ひとりの認知症の状態に合わせた支

援や生活上の配慮、プログラムを行います。利用者一人ひとりの症状に合わせ、個人

あるいはグループで継続的に活動できるよう工夫します。 

○利用者同士の関係・関わりについても配慮し、安心して過ごすことができるよう取組

むことも必要です。 

○医師及び看護師等の関係職員と連携のもと、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）について分

析を行い、支援内容を検討します。 

○認知症は早期に発見し、適切な治療や対応により進行を遅らせることができます。必

要に応じ、家族に報告・連絡し、介護支援専門員に連絡・相談します。 

○サービス利用時の利用者の様子を家族に伝えることなどは、よりよいケアの方法を家

族と共有するためにも必要な取組です。また、家族の悩みや相談を受けとめ、よりよ

いケアの方法を家族と共有するようにします。 

○利用者の家族に対して、認知症に関する知識・情報、対応方法等を伝え、支援するこ

とが重要です。 

○認知症高齢者の家族会等家族支援のための会や、その他社会資源を家族に紹介しま

す。 

（３）評価の留意点 

○認知症の状態に応じた支援の実施方法、実施状況や取組を確認します。 
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A-３-（７）急変時の対応 

 

Ａ⑮A-３-（７）-① 利用者の体調変化時に、迅速に対応するための手順を確立し、

取組を行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 利用者の体調変化に気づいた場合の対応手順、医師・医療機関との連携体制を

確立し、取組んでいる。 

□② 日々の利用者の健康確認と健康状態の記録を行っている。 

□③ 利用者の体調変化や異変の兆候に早く気づくための工夫をしている。 

□④ 職員に対して、高齢者の健康管理や病気、薬の効果や副作用等に関する研修を

実施している。 

□⑤ 体調変化時の対応について、研修や個別の指導等によって職員に周知徹底する

ための方策を講じている。 

□⑥ 利用者の状況に応じて、職員が適切に服薬管理または服薬確認をしている。 

□⑦ その日の体調について、迎え時に家族から情報を得て、さらに利用開始時・終

了時には必ず健康チェックを行っている。 

□⑧ 異変があった場合には、家族、医師、介護支援専門員等に連絡する体制を確立

している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者の体調変化時の対応手順の確立と、迅速に対応するための具

体的な取組を確認し、評価します。  

（２）趣旨・解説 

○利用者一人ひとりの日々の体調を把握するとともに、体調変化時には的確かつ迅速に

対応する手順を医師との連携のもとに明確にしておくことが重要です。 

○利用者一人ひとりの日々の状況を十分に把握し、わずかな体調変化や異変の兆候に早

く気づくための取組や工夫と情報共有が必要です。 

○職員に対しては、高齢者の健康管理や病気、薬の効果や副作用等に関する研修を実施

します。 

○体調急変時の対応について、研修や個別の指導等により職員に周知徹底するための方

策を講じることが重要です。 

○看護職員及び介護職員等は、日々利用者の健康チェックを行い、その結果を記録し、

介護に関わる職員等へ周知します。看護職員のみで行うのでなく、もっとも利用者と



＜高齢者版（通所）＞ 

116 
 

接する機会の多い介護職員も看護職員と連携して、健康チェック、健康管理に加わる

ことが必要です。 

○利用者のその日の体調について、迎え時に家族から情報を得て、さらに利用開始時、

終了時には必ず健康チェックを行います。また、異変があった場合に備え、家族、医

師、または介護支援専門員に連絡する体制を確立します。 

（３）評価の留意点 

○利用者の体調変化時の連絡体制や対応の方法、取組を確認します。 

○体調変化時の対応に関する研修や個別指導等の方法、実施状況等を確認します。 
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Ａ-４ 家族等との連携 

 

A-４-（１）家族等との連携 

 

Ａ⑯A-４-（１）-① 利用者の家族等との連携と支援を適切に行っている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 家族に対し、定期的及び変化があった時に利用者の状況を報告している。 

□② 利用者の状況など報告すべき事項は、必ず家族に伝わるよう伝達方法を工夫し

ている。 

□③ 家族に対し、サービスの説明をしたり、要望を聞く機会を設けている。 

□④ 家族との相談を定期的及び必要時に行っている。また、その内容を記録してい

る。 

□⑤ 家族が必要とする情報提供を行い、必要に応じて、介護支援専門員など専門職、

関係機関につないでいる。 

□⑥ 家族（介護者）に対し、必要に応じ介護に関する助言や介護研修を行っている。 

□⑦ 家族（主たる介護者）の心身の状況や家族による介護・介助方法にも気を配り、

必要に応じて介護支援専門員に報告している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目的 

○本評価基準では、利用者の家族等（家族、成年後見人等）との連携や家族への支援の

取組について評価します。  

（２）趣旨・解説 

○家族は、利用者にとって介護者であり、利用者本人の代理者や後見人となる場合があ

ります。利用者本人の支援にあたり、利用者と家族等のそれぞれの立場を理解して、

適切に連携と支援をすることが必要です。 

○家族との関係は単に支援をする側とされる側ではなく、利用者をともに支えるパート

ナーとして、日頃から連携・協力して利用者を支えることが大切です。 

○利用者の意向や家族関係に十分に配慮しながら、定期的及び利用者の体調不良や急変

時の家族等への報告・連絡ルールを福祉施設・事業所として明確にし、あらかじめ定

めた家族等への報告・連絡や情報提供を適切に行います。訪問介護については、同居

家族がいる利用者であっても、その家族に報告することが必要です。 

○利用者の状況など報告すべき事項については、必ず家族に伝わるよう伝達方法を工夫

します。 
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○家族のサービス・施設（事業所）運営等に対する要望を聴き取り、利用者の意向を踏

まえたうえで、サービス内容・施設（事業所）運営に活かしていきます。 

○家族支援の観点から、家族との相談を定期的及び必要時に行います。また、その内容

を記録し、福祉施設・事業所の取組に活かすようにします。 

○家族の介護方法や価値観を受け入れながら、家族が必要とする情報提供（福祉サービ

ス、介護に関するテキスト・資料、地域の家族会など）を行い、介護支援専門員など

専門職、地域包括支援センターなどの関係組織に必要に応じてつなぐ取組も必要で

す。また、家族（介護者）に対して介護に関する助言や介護研修を必要に応じて行い

ます。 

○家族（主たる介護者）の心身の状況にも気を配り、家族の介護負担が過重にならない

よう、家族がどのような方法で介護・介助しているかを把握し配慮することが重要で

す。家族（介護者）の定期的な健康チェックや介護予防活動についても、必要に応じ

て助言します。また、介護支援専門員への報告についても必要に応じて実施します。 

（３）評価の留意点 

○利用者の家族等の連携と支援の実施方法、実施状況や取組を確認します。 

○利用者の家族への連絡・報告の手順と実施状況を確認します。 
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A-５ サービスの適切な実施 

 

Ａ⑰Ａ-５-① サービスを個別・具体的に実施するための方法を明らかにしている。 

 

【判断基準】 

ａ）次の取組の全てを実施している。 

□① 意思疎通について、サービスの方法を明示している。 

□② 食事について、サービスの方法を明示している。 

□③ 入浴・清拭について、サービスの方法を明示している。 

□④ 排泄について、サービスの方法を明示している。 

□⑤ 身だしなみや清潔保持について、サービスの方法を明示している。 

□⑥ 機能訓練について、サービスの方法を明示している。 

□⑦ 心理面に着目したサービスの方法を明示している。 

ｂ）ａ）の取組の一部を実施している。 

ｃ）ａ）の取組のいずれも実施していない。 

 

評価基準の考え方と評価の留意点 

（１）目 的 

○利用者の立場に立った視点でサービスを行うため、利用者一人ひとりの課題をしっか

りと把握・分析して、個別・具体的ケースに応じ、サービスを適正に実施する方法を

利用者やその家族等に明示し、それらの者への支援となることを目的とします。 

（２）趣旨・解説 

○耳が遠いとか、話がよくわからないといった理由で利用者との会話から遠ざかること

なく、希望や意向を確認する道具として、意思疎通はさまざまな意義をもつことを認

識する必要があります。 

○日常のボディケアのみにとらわれず、利用者からの話を引き出す努力をするととも

に、利用者から話しかけがあったときは、ゆっくりと話が聞けるような配慮が必要と

なります。 

○利用者への個別コミュニケーションの方法を考え、言語での会話が困難な場合でも、

ボディランゲージやサインなどで意思疎通を可能とする取組を評価します。 

○食事を栄養補給と身体機能の保持という面だけではなく、生きる楽しみ、張り合いと

して捉え、楽しんで食べてもらえるような配慮が必要となります。 

○摂食障害のある場合の原因に応じた対応や嚥下障害のある場合の食べやすい姿勢や

体位等、サービスの具体的な方法を明示していることが必要です。 

○状態に応じた食事用具の工夫などに配慮されていることも評価します。 

○栄養管理する上での、食事量のチェック、体重の変化、排泄の状況等の記録を行うこ

とも明示される必要があります。 

○入浴を、清潔を保ち、健康を維持する面と同時に、楽しみ、くつろぐものと捉え、
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心理的な満足を促すという配慮が必要となります。 

○状態に応じた入浴設備の選択など入浴能力の向上に配慮されていることも評価しま

す。 

○排泄について、日常生活を快適に、その人らしい生活を送ることができるようにとい

う観点から、利用者の立場で考えられているか、気持ちよく行くことができているか

という配慮が必要となります。 

○環境・用具・衣服等の工夫などに配慮されていることも評価します。 

○残存能力を活用し、心身機能の維持または改善により、利用者の生活自立支援を目標

に、利用者とともに取り組むことが必要となります。 

○ターミナルケアや認知症対応などの専門的援助のみならず、孤立感の払拭、主体的な

行動の促進やその他の生きがいをもてるような心理的援助を評価します。 

（３）評価の留意点 

○利用者一人ひとりの目標を達成するために必要なサービスの具体的な方法が、個別

性に鑑みて一人ひとりのサービス実施計画に記載されていることを評価します。 

○居宅介護支援事業所が作成する「居宅サービス計画」においては、サービスを提供

する上での具体的な留意点の記載を評価します。 

○利用者の家族形態（独居など）に応じて支援を工夫するなどの配慮も必要となりま

す。 

 

 

※【用 語】 

①～⑦ 明示：一人ひとりのサービス実施計画に記載されていることを指します。 

○居宅介護支援事業所における「具体的な留意点」の例 

食事⇒高血圧症の管理→「塩分の少ない食事」（具体的な留意点）→高齢者用の塩

分の少ない給食サービスの利用 

○身だしなみ：整髪、つめきり、ひげの手入れ、化粧、歯磨き、生活のメリハリが出

るような着替え等を指します。 


